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1. はじめに 
1.1. 事業の背景と目的 

地球温暖化に伴う気候変動は、人類が直面する重要課題となっており、国連気候変動枠組条約

（UNFCCC）の下で、国際的な取組が進められている。我が国では、温室効果ガス（GHG）の排

出削減を目的とした緩和策の一つとして、森林吸収源対策に取り組んでいる（日本国内閣, 2025a）。

森林は大気中から二酸化炭素（CO2）を吸収することで、GHG 排出削減（緩和）に貢献している。

他方、森林から伐採・搬出された木材は、木材製品として使用されることにより、その間は炭素

が木材製品中に固定され大気中に放出されないという「炭素貯留効果」が評価されている。また、

木材は、熱源やバイオマス発電等の燃料として利用されることにより、化石燃料由来の排出を削

減するという「省エネルギー効果」も評価されている。さらに、製造・輸送・施工・維持管理・解

体・廃棄・リサイクルの過程で木材より GHG 排出量の多い他資材を、木材に代えることにより、

“エンボディドカーボン“を削減する「マテリアル代替効果」も近年評価され注目を集めている。

このように、木材利用の促進は GHG 排出削減対策（緩和策）となることが知られている。 

このうち木材製品は、UNFCCC の下で締約国が作成・提出する国家 GHG インベントリ報告書

の土地利用・土地利用変化及び林業（LULUCF）分野の一つのカテゴリーとして、“伐採木材製品

（HWP）”と呼ばれている。この HWP 中の炭素蓄積変化量に基づく CO2 の排出・吸収量（以下

「HWP の排出・吸収量」という。）は、これまで UNFCCC の下での国家 GHG インベントリ報告

及び京都議定書等の排出削減目標を達成するための貢献量として以下のとおり取り扱われてきた。 

2012 年以前の GHG インベントリ報告では、HWP の排出・吸収量は必須報告項目ではなく、

条約締約国が自主的に算定・報告できることとされていた（UNFCCC, 2006a）。その一方で、京

都議定書第 1 約束期間（2008～2012 年）の下では、HWP の排出・吸収量は全て“即時排出”とみ

なされ、条約附属書 I 国（先進国）の GHG 排出削減目標を達成するための貢献量として計上され

ていなかった（UNFCCC, 2006b: Decision 16/CMP.1）。 

その後 2013 年以降、条約締結国は GHG インベントリ報告において LULUCF 分野の新たな

GHG 排出・吸収源カテゴリーとして、HWP の排出・吸収量を算定・報告することとされた

（UNFCCC, 2014: Decision 24/CP.19）。その一方で、京都議定書第 2 約束期間（2013～2020 年）

の下では、第 3 条 3 項（新規植林・再植林、森林減少）及び第 3 条 4 項（森林経営）活動の対象

として、森林炭素プールに加えて HWP 炭素プールも排出削減目標の貢献量として計上されるこ

ととなった。ただし、森林減少活動に由来する HWP の排出・吸収量は “即時排出”とみなし、排

出削減目標の貢献量として計上しないルールとなった（UNFCCC, 2012: Decision 2/CMP.7）。 

2021 年以降の UNFCCC の新たな枠組みであるパリ協定の下でも、締約国自らが定める「国が

決定する貢献（NDC）」目標を達成するために、HWP の排出・吸収量を LULUCF 分野の貢献量と

して計上することが認められている（UNFCCC, 2019: Decision 18/CMA.1）。我が国は、2050 年
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までに GHG 排出量を全体としてゼロにする「2050 年カーボンニュートラル・脱炭素社会」の実

現に向けて、令和 7 年（2025）2 月に改訂した地球温暖化対策計画において、2035 年度の GHG

排出量を（2013 年度比）60％削減、2040 年度の GHG 排出量を（2013 年度比）73％削減するこ

とを削減目標として掲げている。このうち、2035 年度において 5.7%に相当する 8,000 万 t-CO2、

2040 年度において 5.1%に相当する約 7,200 万 t-CO2 を、HWP を含む森林吸収量により確保する

こととしている（日本国内閣, 2025a、2025b)。なお、この我が国の削減目標は、パリ協定の下で

の新たな「日本の NDC」として、国連気候変動枠組条約（UNFCCC）事務局へ令和 7 年 2 月 18

日付けで提出されている（環境省ホームページ）。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）のガイドライン（IPCC, 2006、IPCC, 2014、IPCC, 2019）

では、HWP の算定に関して、「蓄積変化」、「生産」、「大気フロー」及び「単純減衰」という 4 つ

のアプローチが示されている。パリ協定の下では、各締約国が NDC 目標を達成するために HWP

の排出・吸収量の貢献量を計上するにあたって、どの HWP 算定アプローチを適用するかは各国

の判断に委ねられている。ただし、別途、国家 GHG インベントリ報告書のなかで、「生産アプロ

ーチ」を適用して算定した結果を報告することが義務付けられている（UNFCCC, 2019: Decision 

18/CMA.1）。我が国は、HWP の排出・吸収量を算定・計上するにあたって、日本国内で生産され

た国産材由来の HWP のみを対象とする「生産アプローチ」を適用している。 

今後、パリ協定の NDC 目標の達成に向けて、我が国の森林の吸収量を確保・強化していくため

には、利用期を迎えた人工林を「伐って、使って、植えて、育てる」ことにより、炭素を貯蔵する

木材（国産材）の利用拡大を図りつつ、成長（吸収）の旺盛な森林を造成していく必要がある。こ

のうち、木材（国産材）の炭素貯留効果について、HWP の排出・吸収量を適切に算定・計上し、

透明性を持って UNFCCC へ報告することは、我が国の持続可能な森林経営に基づく国産材利用

の拡大を通じた森林吸収源対策の効果を評価・検証する上でも極めて重要である。 

平成 21（2009）年度より開始された「森林吸収源インベントリ情報整備事業（HWP）」では、

HWP の排出・吸収量の算定方法の検討及び算定に用いる活動データとして用途別の木材生産量や

国産材率等の基礎データを収集するとともに、京都議定書の排出削減目標へ HWP の貢献量を計

上する方法（参照レベルの設定方法含む）等について検討を行った。その検討結果に基づき、我

が国の国家 GHG インベントリ報告において、2013 年からの HWP 排出・吸収量の報告が開始さ

れるとともに、京都議定書の第 2 約束期間においては、我が国の排出削減目標に HWP 貢献量の

計上が開始された（国立環境研究所温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）ウェブサイト）。 

令和 3（2021）～令和 7（2025）年度にかけて実施されている本事業「森林吸収源インベント

リ情報整備事業（伐採木材製品（HWP）に係る炭素蓄積変化量の算定等）」では、これまでの事業

内容に基づき、有識者の意見を踏まえつつ、IPCC ガイドラインとの整合性を確保した上で、より

精度の高い算定方法の検討、適切な活動データの収集、各国が UNFCCC に報告している HWP 算

定・計上方法の比較分析及び国際審査への対応等を行い、GHG インベントリ報告の様式に従って、
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HWP の排出・吸収量を適切に算定・計上することを目的としている。 
 
1.2. 事業の実施項目 

本事業の事業項目は以下のとおりである。これら（1）～（6）の実施を通して上記事業目的の

達成を図る。 

(1) 我が国の HWP に係る炭素蓄積変化量の算定等に必要なデータの収集と検証 

(2) 諸外国の GHG インベントリ報告書の HWP 算定・計上方法等の比較、分析 

(3) 国際審査における我が国の HWP 算定・計上方法に関する指摘事項への対応 

(4) 我が国の HWP に係る炭素蓄積変化量の推計等、GHG インベントリ報告内容の作成 

(5) 検討委員会の開催 

(6) 事業報告書の作成 
 

令和 6 年度は、国際審査における指摘事項への対応はなかった。このため、上記のうち、(3)を

除く事業項目を実施し本報告書を作成した。 
 
 

2. 我が国の HWP 炭素蓄積変化量の算定方法論 
本章では、IPCC ガイドラインに示された HWP の排出・吸収量の算定方法論の概要を説明した

上で、我が国が HWP の排出・吸収量（炭素蓄積変化量）の算定に適用している、「生産アプロー

チ」に基づく、我が国の HWP 炭素蓄積変化量の算定方法論を説明する。 
 
2.1. IPCCガイドラインに示された HWP の排出・吸収量の算定方法論 

HWP の排出・吸収量の算定方法論については、これまで IPCC から以下のガイドラインやガイ

ダンス（以下「IPCC ガイドライン」と総称する。）が示されている。 

⚫ 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories（以下「2006 IPCC ガイドラ

イン」という。） 
⚫ 2013 Revised Supplementary Methods and Good Practice Guidance Arising from the Kyoto 

Protocol（以下「2013 京都議定書補足的方法論ガイダンス」という。） 

⚫ 2019 Refinement to the 2006 IPCC Guidelines for National Greenhouse Gas Inventories（以

下「IPCC ガイドライン 2019 改良版」という。） 
 
2.1.1. HWPの排出・吸収量の算定アプローチ 

上記の IPCC ガイドラインでは、まず、HWP の排出・吸収量を算定するための主なアプローチ

として、国内に存在する HWP（輸入材含む）を対象として炭素蓄積変化量を算定する「蓄積変化

アプローチ」、国産材由来の HWP（輸出材含む）を対象として炭素蓄積変化量を算定する「生産

アプローチ」、国内に存在する HWP（輸入材含む）を対象として大気との間の炭素の移動（フラ
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ックス）を算定する「大気フローアプローチ」、及び国産材由来の HWP（輸出材含む）を対象と

して大気との間の炭素の移動（フラックス）を算定する「単純減衰アプローチ」の 4 つが示され

ている（表 2-1）。 
 

表2-1．IPCCガイドラインが定めるHWPの排出・吸収量を算定するためのアプローチ 

算定の概念 算定アプローチ 算定対象（システム境界） 

HWP プールの炭素蓄積変化によ

り算定 

蓄積変化アプローチ 国内に存在する HWP（輸入材含む） 

生産アプローチ 国産材由来の HWP（輸出材含む） 

大気と HWP プール間の炭素の移

動（フラックス）により算定 

大気フローアプローチ 国内に存在する HWP（輸入材含む） 

単純減衰アプローチ 国産材由来の HWP（輸出材含む） 
 

HWP プールの炭素蓄積変化を算定対象とするアプローチ（蓄積変化と生産）では、HWP プー

ルの炭素蓄積量が増加すれば吸収、その反対に減少すれば排出として算定される。一方、大気と

HWP プール間の炭素の移動を算定対象とするアプローチ（大気フローと単純減衰）では、大気か

ら HWP プールへの吸収は起こりえないので炭素蓄積量が増加しても吸収とは算定されず、HWP

が廃棄や腐朽分解して炭素が大気へ放出された場合に排出として算定される。 
 
2.1.2. HWPの排出・吸収量の算定方法論のレベル（Tier） 

次に、IPCC ガイドラインでは、HWP の排出・吸収量を算定するための方法論について、下記

3 つのレベル（Tier）が示されている（IPCC, 2019）。 
 

表2-2．IPCCガイドラインが定める算定方法論のレベル（Tier） 

レベル 具体的な算定方法論 

Tier 1 国際的に入手可能な活動データ（FAOSTAT 等）と、IPCC ガイドラインに示された一次

減衰関数（デフォルト半減期）を用いて算定 

Tier 2 国固有の活動データと IPCC ガイドラインに示された一次減衰関数（デフォルト半減期）

を用いて算定 

Tier 3 国固有の活動データと国固有の減衰関数（国固有の半減期）や国固有の算定方法・モデル

を用いて算定 

 
各締約国がどの Tier で HWP の排出・吸収量を算定するかについて、IPCC ガイドライン 2019

改良版に選定フロー（デシジョンツリー）が示されている（図 2-1）。各国は、このフローに沿っ

て、国際的に公表されている活動データ（FAOSTAT 及び国連欧州経済委員会（UNECE）等のデ

ータベース）、又は国固有の活動データ等の利用可能性を考慮するとともに、IPCC ガイドライン

に示された一次減衰関数（デフォルトの半減期）、又は国固有の算定方法が適用可能かを考慮して、

適切な Tier を選定して HWP の排出・吸収量を算定することとされている（IPCC, 2019）。 
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図2-1．HWPの排出・吸収量を算定するため適切な方法論のTierを選択するデシジョンツリー 

【出典】IPCC（2019）Figure 12.1を日本語訳 

 
2.2. 我が国の HWP 炭素蓄積変化量の算定方法論 

我が国は、HWPの排出・吸収量を算定するために、前述した４つの算定アプローチのうち、

国産材由来のHWP（輸出材を含む）を算定対象として、HWPプールの炭素蓄積変化量を算定す

る「生産アプローチ」を採用している。HWPプールの炭素蓄積変化量は、その年にHWPプール

に投入される炭素量（インフロー）と、同年にHWPから放出される炭素量（アウトフロー）の

差であり、インフローがアウトフローを上回れば炭素蓄積変化量は純増し吸収として算定される

が、その反対にインフローがアウトフローを下回り炭素蓄積変化量が純減すれば排出として算定

される。 

我が国は、HWPカテゴリーを「建築物」、「その他木材利用」及び「紙製品」という3つの用途

別にサブカテゴリーに分類し、異なる算定方法論（Tier）で炭素蓄積変化量を算定している。つ

まり、それらサブカテゴリー別に使用されるHWPについて、製材、合板、木質ボード及び紙・

板紙という半製品毎に、HWPプールの炭素蓄積変化量を算定している（表2-3）。 

ステップ 2

スタート

特定した
HWPカテゴリの
活動データは利
用可能か？

HWPの貢献度
を推定するため
に、国固有の方
法が利用可能

か？

国固有の活動
データや排出係
数は利用可能

か？

活動データを得るためのオプショ
ンを調べる。
そうでなければ、‘HWPプールは
定常状態’と仮定するオプション
を検討する

Tier2を適用 Tier1を適用Tier3を適用

ステップ 1

ステップ 3

はい

いいえ

はい

はい

いいえ

いいえ

ステップ 4

HWPから生じるCO2排出・吸収量の推定に適用するアプローチを明確にする
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表2-3．我が国のHWP炭素蓄積変化量の算定方法論 

サブカテゴ

リー 
半製品 Tier 算定方法 

算定に用いる主なデータ 

（活動データ） 

建築物 製材 3 建築物の着工床面積と解体床面積及び木材

使用量面積原単位等を基にして、インフロ

ーとアウトフローを別々に計算し、その差

を炭素蓄積変化量として算定する方法 

着工床面積、床面積ストッ

ク、建築物の木材使用量面積

原単位（注 1）（着工時、解体時）、

半製品別の生産量や出荷量、

国産材率等 

合板 

木質ボード 

その他木材

利用 

製材 2 インフローは、各半製品の生産量から、上記

の「建築物」に用いられた分を差し引くこと

により算定。そのインフローを基にして、

IPCC ガイドラインの一次減衰関数（デフォ

ルト半減期）を用いて炭素蓄積変化量を算

定 

半製品別の生産量や出荷量

製材、国産材率等 合板 

木質ボード 

紙製品 紙・板紙 2 インフローは、紙・板紙の生産量に基づき算

定し、そのインフローを基にして、IPCC ガ

イドラインで示された一次減衰関数（デフ

ォルト半減期）を用いて炭素蓄積変化量を

算定 

紙・板紙の生産量、国内生産

率等 

（注 1）木材使用量面積原単位：建築物の床面積あたりの木材使用量 

 
「生産アプローチ」では、輸出されたHWPも算定対象に含まれる。このため、我が国では、

「その他木材利用」及び「紙製品」のサブカテゴリーについて、輸出されたHWPも半製品別の

一次減衰関数（デフォルト半減期）を用いて算定している。なお、熱源やバイオマス発電用の燃

料材として利用される木材及び固形廃棄物処理場に埋め立てられたHWPについては“即時排出”

扱いとしており、HWP炭素蓄積変化量の算定対象とはしていない。 
 
2.2.1. 「建築物」の炭素蓄積変化量の算定方法論 

2.2.1.1. 「建築物」の炭素蓄積変化量 

我が国において、国産材由来の製材・合板・木質ボードは、「建築物」への利用が大部分を占め

ており、かつ我が国では「建築物」に係る統計類が一定の精度で取りまとめられている（国固有

の活動データが利用可能）。まず、「建築物」に使用される製材・合板・木質ボードの炭素蓄積変

化量については、毎年の「建築物」の着工時のインフローと、解体時のアウトフローを別々に計

算し、その差を炭素蓄積変化量として算定する我が国固有の算定方法論（Tier 3）を採用している。 

具体的には、「建築物」着工時の床面積、半製品別の木材使用量面積原単位及び国産材率を基に

して着工時に投入される国産木材に含まれる炭素量（インフロー）を推計し、解体時の床面積、
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半製品別の木材使用量面積原単位及び国産材率を基にして解体時に廃棄される国産木材に含まれ

る炭素量（アウトフロー）を推計し、その差に基づいて炭素蓄積変化量を算定している。なお、

「建築物」中の木材に貯蔵されていた炭素は、解体時にアウトフローとして全て“即時排出”され

るとみなしている。 

「建築物」の炭素蓄積変化量については、以下の式により算出する。 

∆∁𝑗(𝑖) = 𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) − 𝑂𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) = 𝑆𝑃𝑠𝑡
(𝑖) ∙ 𝑣𝐷𝑃𝑗,𝑠𝑡

(𝑖) ∙ 𝑓𝐷𝑃𝑗
(𝑖) ∙ 𝐷𝑗 ∙ 𝐶𝐹𝑗 

𝑂𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) = 𝑆𝑊𝑠𝑡
(𝑖) ∙ 𝑣𝐷𝑊𝑗,𝑠𝑡

(𝑖) ∙ 𝑓𝐷𝑊𝑗
(𝑖) ∙ 𝐷𝑗 ∙ 𝐶𝐹𝑗 

 
表2-4．「建築物」の炭素蓄積変化量の算定に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 
j 半製品（製材、合板、木質ボード） ― 
st 建築物の使用用途（住宅又は非住宅）及び種類（構造別） ― 
∆∁𝑗(𝑖) i 年の半製品 j の HWP プールの炭素蓄積変化量 [t-C/年] ― 
𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) i 年の間に半製品 j の HWP プールに投入される炭素量 

[t-C/年] 

― 

𝑂𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) i 年の間に半製品 j の HWP プールから排出される炭素

量 [t-C/年] 

― 

𝑆𝑃𝑠𝑡
(𝑖) i 年の住宅・非住宅別、構造別着工床面積（新築・増築

面積）[m2] 

国土交通省「建築物着工統計」の i 年

の値を使用 
𝑆𝑊𝑠𝑡

(𝑖) i 年の住宅・非住宅別、構造別の「建築物」の解体床面

積（新築・増築後に解体された面積）[m2] 

𝑆𝑊𝑠𝑡
(𝑖) = 𝑆𝑆𝑠𝑡

(𝑖 − 1) + 𝑆𝑃𝑠𝑡
(𝑖) − 𝑆𝑠𝑠𝑡

(𝑖) 

𝑆𝑆𝑠𝑡
(𝑖) i 年の住宅・非住宅別、構造別の床面積ストック（i 年に

新築・改築・増築された面積を含む）[m2] 

総務省「固定資産の価格等の概要調

書」の i 年の値を使用 

𝑣𝐷𝑃𝑗,𝑠𝑡
(𝑖) i 年の住宅・非住宅別、構造別の「建築物」の着工床面

積における、半製品 j の着工原単位 [m3/m2]（注 1）、（注 2） 

国土交通省「建設資材・労働力需要実

態調査」の i 年の値を使用。未報告の

年は、内挿して算出 
𝑣𝐷𝑊𝑗,𝑠𝑡

(𝑖) i 年の住宅・非住宅別、構造別の解体建築物の床面積に

おける、半製品 j の解体原単位 [m3/m2]（注 3） 

後述により算出 

𝑓𝐷𝑃𝑗
(𝑖) i 年の着工建築物における半製品 j の木材の国産材率 

[％] 

後述により算出 

𝑓𝐷𝑊𝑗
(𝑖) i 年の解体建築物における半製品 j の木材の国産材率 

[％] 

後述により算出 

𝐷𝑗 容積密度（全乾重/気乾材積）[t-d.m./m3] 製材における針葉樹は国固有の 0.37 

t-d.m./m3 を使用 

それ以外は、IPCC ガイドライン 2019
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改良版の値を使用 
𝐶𝐹𝑗 炭素含有率 [t-C/t-d.m.] IPCC ガイドライン 2019 改良版の値

を使用 

（注 1）着工原単位：建築物の着工床面積あたりの木材使用量。 

（注 2）木質ボードのインフローは、着工原単位を用いず、種類別（PB：パーティクルボード、HB：硬質繊維板、

MDF：中質繊維板、IB：軟質繊維板）の販売量（経済産業省「生産動態統計（窯業・建材統計）」）に、建

築用途の割合（日本繊維板工業会「木質ボード用途別出荷割合」）を乗じて推計する。 

（注 3）解体原単位：解体された建築物の建築年の床面積あたりの木材使用量。 

 
2.2.1.2. 着工建築物における木材の国産材率 

「建築物」において、着工建築物に利用される製材、合板及び木質ボードの国産材率は図 2-2 に

示す考え方により推計している。 
 

 
 

 
 

 
[凡例] 

 
 

図2-2．「建築物」の製材・合板・木質ボードの国産材率推計の考え方 
（注 1）製材製品輸入量は、針葉樹製材製品と集成材・構造用集成材を建築用とみなして集計している。針葉樹製材製品

については、財務省「貿易統計」の製材品（4407）のうち針葉樹のもの（4407.11・12・13・14・19）の輸入量を集計し

【建築物】製材
（集成材含む）

【建築】製材品出荷量（国産材）（国内生産）※集成材含む

輸入製材製品 製材（4407.10）、合板（4412）中の集成材、構造用集成材（441890222）

製材用素材入荷量（針葉樹）

製材用素材入荷量（広葉樹）【建築】製材品出荷量（外材）（国内生産）※集成材含む

【建築物】合板

合板
国内生産量

合板輸入量

合板用素材入荷量（国産材）

合板用素材入荷量（外材）

合板用単板輸入量

素材（原木）由来
木材チップ

工場残材由来
木材チップ

林地残材由来
木材チップ

チップ用素材入荷量（国産材）

チップ用素材入荷量（外材）

国内生産製材出荷量（国産材）

国内生産製材出荷量（外材）

解体材・廃材由来
木材チップ

解体材・廃材（国産材）

解体材・廃材（外材）

（国産材率100%）

国内の工場残材由来チップ

海外の工場残材由来輸入チップ

【建築物】
木質ボード

建築向け
木質ボード
輸入量

建築向け
木質ボード
国内生産量
（販売量）
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ている。集成材・構造用集成材については、財務省「貿易統計」の合板等（4412）のうち集成材（4412.51.100、
4412.52.100、4412.59.100、4412.91.100、4412.92.100、4412.99.110・190）の輸入量、及び木製建具等（4418）
のうち構造用集成材（4418.81.910・991・992・999、4418.82）の輸入量を集計している。 

（注 2）合板用単板輸入量は、財務省「貿易統計」の化粧ばり用単板、合板用単板、これらに類する積層木材用単板及び
その他の縦にひき、平削りし又は丸剥ぎした木材（4408）のうち、合板用単板（4408.10.210、4408.31.210、
4408.39.910、4408.90.610）の輸入量を集計している。 

（注 3）合板輸入量は、財務省「貿易統計」の合板等（4412）のうち、「竹製のもの及び集成材（4412.10、4412.51.100、
4412.52.100、4412.59.100、4412.91.100、4412.92.100、4412.99.110・190）」を除いた輸入量を集計している。 

（注 4）建築向け木質ボード出荷量（下線部）は、経済産業省「生産動態統計（窯業・建材統計）」の木質ボード出荷量を、
日本繊維板工業会「木質ボード用途別出荷割合」の用途別割合により按分し建築向け木質ボード出荷量を推計。

また、自家消費分を含む。 
（注 5）工場残材の国産材率は、同年の農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」の製材品出荷量（国産材）と製材

品出荷量（輸入材）の比に、日本繊維版工業会による会員企業への調査結果に基づく国産木材チップ生産割合を

乗じて用いている。 
（注 6）解体材・廃材の国産材率は、同年の解体建築物の国産材率を用いている。 
 
 
(1) 着工建築物における製材の国産材率の推計方法 

着工建築物における製材の国産材率（𝑓
𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖)）は、建築用製材品出荷量及び製材製品輸入量

の合計に占める国産材の建築用製材品出荷量の比率より針葉樹・広葉樹別に算出する。樹種別の

国産材の建築用製材品出荷量は、国産材の製材用素材入荷量における樹種別の割合を基に求める。 
 

𝑓𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖) =
𝑆𝑊 𝑚𝐷𝑃(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖)

𝑆𝑊 𝑃(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖) + 𝑆𝑊 𝐼𝑀(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖)
 

𝑆𝑊 𝑚𝐷𝑃(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖) = 𝑆𝑊 𝐷𝑃(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖) ∙
𝐼𝑅𝑊 𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖)

𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖)
 

 
表2-5．着工建築物における製材の国産材率の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 

i 算定対象年 ― 

m 針葉樹・広葉樹別 ― 

𝑓𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖) i 年の着工建築物における製材の国産材率 [％] ― 

𝑆𝑊𝑚𝐷𝑃(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖) i 年の針葉樹・広葉樹別の建築用製材品出荷量の

うち国産材 [m3] 

― 

𝑆𝑊𝐷𝑃(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖) i 年の建築用製材品出荷量のうち国産材 [m3]  農林水産省「木材統計調査（木材需給報

告書）」の i 年の値を使用 

𝑆𝑊 𝑃(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖) i 年の建築用製材品出荷量 [m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報

告書）」の i 年の値を使用 

𝐼𝑅𝑊 𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖) i 年の針葉樹・広葉樹別の製材用素材入荷量（国産

材）[m3] 

農林水産省「木材統計調査（木材需給報

告書）」の i 年の値を使用 

𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖) i 年の製材用素材入荷量（国産材）[m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報

告書）」の i 年の値を使用 

𝑆𝑊 𝐼𝑀(𝑐𝑜𝑛𝑠)(𝑖) i 年の製材製品輸入量 [m3] 財務省「貿易統計」の i 年の値を使用（図

2-2（注１）参照） 
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(2) 着工建築物における合板の国産材率の推計方法 

着工建築物における合板の国産材率（𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖)）は、合板生産量及び合板輸入量の合計に占め

る国産材の合板生産量の比率より算出する。国産材の合板生産量は、全体の合板用素材入荷量と

合板用単板輸入量の合計に占める国産材の合板用素材入荷量の割合を基に求める。 
 

𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) =
𝑃𝑊𝐷𝑃(𝑖)

{𝑃𝑊𝑃(𝑖) + 𝑃𝑊𝐼𝑀(𝑖)}
 

𝑃𝑊𝐷𝑃(𝑖) = 𝑃𝑊𝑝(𝑖) ∙
𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖)

𝐼𝑅𝑊 𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) + 𝑉𝑒𝑛𝑒𝑒𝑟𝐼𝑀(𝑖) ∙ 𝛼
 

 
表2-6．着工建築物における合板の国産材率の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 

i 算定対象年 ― 

𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) i 年の着工建築物に使用される合板の国産材率 

[％] 

― 

𝑃𝑊𝐷𝑃(𝑖) i 年の合板生産量（国産材）[m3] ― 

𝑃𝑊𝑃(𝑖) i 年の合板国内生産量 [m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告

書）」の i 年の値を使用 

𝑃𝑊𝐼𝑀(𝑖) i 年の合板輸入量 [m3] 財務省「貿易統計」の i 年の値を使用 

𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) i 年の合板用素材入荷量（国産材）[m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告

書）」の i 年の値を使用 

𝐼𝑅𝑊 𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) i 年の合板用素材入荷量 [m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告

書）」の i 年の値を使用 

𝑉𝑒𝑛𝑒𝑒𝑟𝐼𝑀(𝑖) i 年の合板用単板輸入量 [m3] 財務省「貿易統計」の i 年の値を使用 

𝛼 i 年の丸太換算係数 農林水産省「木材需給表」の値を使用 

 
 
(3) 着工建築物における木質ボードの国産材率の推計方法 

着工建築物における木質ボードの国産材率（𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖)）は、木質ボードの原材料（RM）由来別

の国産材率を、日本繊維板工業会「木質ボード原材料使用実態調査」に基づく原料木材チップの

由来別割合で加重平均して推計する。原料が素材（原木）の場合は、木材チップ用素材入荷量の

国産材率を用いる。原料が工場残材の場合は、製材品出荷量の国産材率に、工場残材由来木材チ

ップの国内生産割合を乗じて推計する。原料が林地残材の場合は国産材率を 100%とする。原料

が解体材・廃材の場合は、前年の解体建築物の国産材率を用いる。 
 
＜RM＝素材（原木）の場合＞  

𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖) =
𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑊𝐶)(𝑖)

𝐼𝑅𝑊 𝑃(𝑊𝐶)(𝑖)
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＜RM＝工場残材の場合＞ 

𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖) = 𝑓𝐷𝑃(𝑊𝐶(𝑀𝑅))(𝑖)・
𝑆𝑊 𝐷𝑃(𝑖)

𝑆𝑊 𝑃(𝑖)
 

 
＜RM＝林地残材の場合＞ 

𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖) = 100% 

 
＜RM＝解体材・廃材の場合＞ 

𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖) = 𝑓𝐷𝑊(𝑖 − 1)  i=1 のときは 𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(1) = 𝑓𝐷𝑃(1) 

 
表2-7．着工建築物における木質ボードの国産材率の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 
RM 木質ボードの原材料種別（素材（原木）、工場残材、

林地残材、解体材・廃材） 

― 

𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖) i 年の各原材料（素材（原木）、工場残材、林地残

材、解体材・廃材）の国産材率 [％] 

― 

𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑊𝐶)(𝑖) i 年の木材チップ用素材入荷量（国産材）[m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告

書）」の i 年の値を使用 
𝐼𝑅𝑊 𝑃(𝑊𝐶)(𝑖) i 年の木材チップ用素材入荷量 [m3] 

  
農林水産省「木材統計調査（木材需給報告

書）」の i 年の値を使用 
𝑓𝐷𝑃(𝑊𝐶(𝑀𝑅))(𝑖) i 年の工場残材由来木材チップの国産材率 [％] 日本繊維版工業会による会員企業への聞き

取り調査結果 
𝑆𝑊 𝐷𝑃(𝑖) i 年の製材品出荷量（国産材）[m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告

書）」の i 年の値を使用 
𝑆𝑊 𝑃(𝑖) i 年の製材品出荷量 [m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告

書）」の i 年の値を使用 
𝑓𝐷𝑊(𝑖 − 1) i 年の前年の解体建築物の国産材率 [％] 後述により算出 

𝑓𝐷𝑃(𝑖) i 年の着工建築物の国産材率 [％] 後述により算出 

 
 
2.2.1.3. 解体建築物における木材の国産材率及び解体原単位 

(1) 解体建築物における木材の国産材率 

解体建築物における製材・合板・木質ボードのそれぞれの国産材率（𝑓𝐷𝑊𝑗
(𝑖)）は、解体建築物

における建築年次別の床面積の比率を用いて、建築年次別の国産材率の加重平均により算出する。

建築年次別の国産材率は、その年次の着工建築物における製材・合板・木質ボードのそれぞれの

国産材率を用いることにより、解体建築物に蓄積されていた製材・合板・木質ボードのそれぞれ
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の国産材率を推計する。 
 

𝑓𝐷𝑊𝑗
(𝑖) = ∑ {

𝑆𝑊𝑖
(𝑛)

𝑆𝑊𝑖

∙ 𝑓𝐷𝑃𝑗,𝑖
(𝑛)}

𝑛

𝑛=1

 

 
表2-8．解体建築物における木材の国産材率の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 

𝑛 解体建築物の建築年 [年] ― 
𝑓𝐷𝑊𝑗

(𝑖) i 年の解体建築物における半製品 j の国産材率 [％] ― 

𝑓𝐷𝑃𝑗,𝑖
(𝑛) i 年の解体建築物のうち、n 年に建築された「建築

物」における半製品 j の国産材率 [％] 
 

HWP 計算プログラムの解体建築物の築

年別国産材率シートにより算出 

𝑆𝑊𝑖
 i 年に解体された全床面積 [m2] 総務省「固定資産の価格等の概要調書」

の i 年の値を使用 

𝑆𝑊𝑖
(𝑛) i 年に解体された面積のうち n 年に建築された「建

築物」の床面積 [m2] 

𝑆𝑊𝑖
(𝑛)＝ (n 年に建築され i 年時に現存

する床面積)－(n 年に建築され i+1 年の

現存する床面積) 

 
 
(2) 解体建築物における木材の解体原単位 

解体建築物における製材・合板・木質ボードのそれぞれの解体原単位（𝑣𝐷𝑊𝑗
(𝑖)）は、上記の解

体建築物における国産材率と同様に、解体建築物における建築年次別の床面積の比率を用いて、

その年次の着工建築物における国産材率の加重平均をとることにより算出する。 
 

𝑣𝐷𝑊𝑗,𝑠𝑡
(𝑖) = ∑ (

𝑆𝑊𝑖
(𝑛)

𝑆𝑊𝑖

× 𝑣𝐷𝑃𝑗,𝑠𝑡,𝑖
(𝑛))

𝑛

𝑛=1

 

 
表2-9．解体建築物における木材の解体原単位の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 

𝑛 解体建築物の建築年 ― 
𝑣𝐷𝑊𝑗,𝑠𝑡

(𝑖) i 年の解体建築物における半製品 j 別の解体原単位 
[m3/m2] 

― 

𝑣𝐷𝑃𝑗,𝑠𝑡,𝑖
(𝑛) i 年の解体建築物のうち、n 年に建築された「建築

物」における半製品 j 別の着工原単位  [m3/m2]

（1987 年以前は 1988 年と同値とする） 

表 2-4 の𝑣𝐷𝑃𝑗,𝑠𝑡
(𝑖)を基に算出 
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2.2.2. 「その他木材利用」の炭素蓄積変化量の算定方法論 

2.2.2.1. 「その他木材利用」の炭素蓄積変化量 

建築物以外の用途、すなわち「その他木材利用」に供される製材、合板及び木質ボードの炭素

蓄積変化量については、木材製品の生産量等から建築物に使用された分を除いて求めたインフロ

ーを基に、IPCC ガイドラインに示された一次減衰関数とデフォルト半減期を用いた方法（Tier2）

により算定する。 
 

∁𝑗(𝑖 + 1) = 𝑒−𝑘𝑗 ∙ ∁𝑗(𝑖) + [
(1 − 𝑒−𝑘𝑗)

𝑘𝑗
] ∙ 𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) 

∆∁𝑗(𝑖) = ∁𝑗(𝑖 + 1) − ∁𝑗(𝑖) 

 
表2-10．「その他木材利用」の炭素蓄積変化量の算定に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 
J 半製品（製材、合板、木質ボード） ― 
∁𝑗(𝑖) i 年初めにおける半製品 j の HWP プールの炭素蓄積

量 [t-C] 

∁𝑗(1900)＝0 

1900 年ストックを 0 とみなす 

― 

𝑘𝑗  
𝑘𝑗 =

ln (2)

HL𝑗
 

HL𝑗 : 半製品 j の HWP プールの半減期 

・製材 35 年 

・木質パネル（合板・木質ボード）25 年 

半減期は、IPCC ガイドライン 2019 改良

版の表 12.3 の値を使用 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) i 年の間に半製品 j の HWP プールに投入される炭素

量 [t-C/年] 

後述により算出 

∆∁𝑗(𝑖) i 年の半製品 j の HWP プールの炭素蓄積変化量 [t-

C/年] 

― 

 
 

「その他木材利用」のインフローは、「建築物」以外に利用される木材の量及び国産材率を基に

半製品別に推計する。 
 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) = 𝑉𝑃𝑗(𝑖) ∙ 𝑓𝐷𝑃𝑗(𝑖) ∙ 𝐷𝑗 ∙ 𝐶𝐹𝑗 

 
表2-11．「その他木材利用」のインフローの推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 
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J 半製品（製材、合板、木質ボード） ― 
∁𝑗(𝑖) i 年初めにおける半製品 j の HWP プールの炭素蓄積

量 [t-C] 

∁𝑗(1900)＝0（1900 年ストックを 0 とみなす） 

― 

𝑘𝑗  
𝑘𝑗 =

ln (2)

HL𝑗
 

HL𝑗 : 半製品 j の HWP プールの半減期 

・製材：35 年 

・木質パネル（合板・木質ボード）：25 年 

半減期は、IPCC ガイドライン 2019 改良

版の表 12.3 の値を使用 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) i 年の間に半製品 j の HWP プールに投入される炭素

量 [t-C/年] 

後述により算出 

∆∁𝑗(𝑖) i 年の半製品 j の HWP プールの炭素蓄積変化量 [t-

C/年] 

― 

 
 

アウトフローは、インフローと炭素蓄積変化量の差分とする。 
 

𝑂𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) = 𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖)ー∆∁𝑗(𝑖) 

 
表2-12．「その他木材利用」のアウトフローの推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 
j 半製品（製材、合板、木質ボード） ― 
𝑂𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) i 年の間に半製品 j の HWP プールから排出される炭

素量 [t-C/年] 

― 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑗(𝑖) i 年の間に半製品 j の HWP プールに投入される炭素

量 [t-C/年] 

前述により算出 

∆∁𝑗(𝑖) i 年の半製品 j の HWP プールの炭素蓄積変化量 [t-

C/年] 

―前述により算出 

 
 
2.2.2.2. 「その他木材利用」に供される木材の国産材率 

「その他木材利用」に供される製材、合板及び木質ボードの国産材率は図 2-3 に示す考え方に

より推計している。 
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[凡例] 

 
 

図2-3．「その他木材利用」の製材・合板・木質ボードにおける国産材率推計の考え方 
（注 1）製材品出荷量は、農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」の製材品出荷量のうち建築用材を除いた出荷

量であり、土木建設用材、木箱仕組板・こん包用材、家具・建具用材、その他用材の合計値を用いている。 
（注 2）合板生産量は、農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」の普通合板生産量の値を使用。合板生産量に「そ

の他木材利用」の合板の国産材率を乗じた値から、建築物への合板使用量（国産材）（「建築物」で算出した推計値）

を除いた値を、「その他木材利用」の合板における国産材の木材投入量の値としている。 
（注 3）合板用単板輸入量は、図 2-2の合板用単板輸入量と同じ値を用いている。 

（注 4）木質ボード国内生産量（販売量）の国産材率は、図 2-2の建築向け木質ボードと同じ値を用いている。 

（注 5）素材（原木）由来木材チップの国産材率は、図 2-2の建築向け木質ボードと同じ値を用いている。 

（注 6）工場残材由来木材チップの国産材率は、図 2-2の建築向け木質ボードと同じ値を用いている。 

（注 7）林地残材由来木材チップの国産材率は、図 2-2の建築向け木質ボードと同じ値を用いている。 

（注 8）解体材・廃材由来木材チップの国産材率は、図 2-2の建築向け木質ボードと同じ値を用いている。 

 
 

推計に用いるデータ

【その他木材利用】
製材

（集成材含む）

【その他木材利用】製材品出荷量（国産材）
（国内生産）※集成材含む

製材用素材入荷量（針葉樹）

製材用素材入荷量（広葉樹）

【その他木材利用】製材品出荷量（外材）
（国内生産）※集成材含む

【その他木材利用】
合板国内生産量

合板用素材入荷量（国産材）

合板用素材入荷量（外材）

合板用単板輸入量

素材（原木）由来
木材チップ

工場残材由来
木材チップ

林地残材由来
木材チップ

チップ用素材入荷量（国産材）

チップ用素材入荷量（外材）

国内生産製材出荷量（国産材）

国内生産製材出荷量（外材）

解体材・廃材由来
木材チップ

解体材・廃材（国産材）

解体材・廃材（外材）

（国産材率100%）

国内の工場残材由来チップ

海外の工場残材由来輸入チップ

【その他木材利用】
木質ボード
国内生産量
（販売量）
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(1) 「その他木材利用」に供される製材の国産材率 

「その他木材利用」に供される製材の国産材率（𝑓𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖)）は、国産材の製材品出荷量のう

ち建築用材を除いた出荷量について針葉樹・広葉樹別に推計する。 
 

𝑓𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖) =
𝑆𝑊 𝐷𝑃(𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟)(𝑖)

𝑆𝑊 𝑃(𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟)(𝑖)
 

 
表2-13．「その他木材利用」に供される製材の国産材率の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 
m 針葉樹・広葉樹別 ― 
𝑓𝑚𝐷𝑃(𝑆𝑊)(𝑖) i 年の針葉樹・広葉樹別の「その他木材利

用」に使用される製材の国産材率[％] 

― 

𝑆𝑊𝐷𝑃(𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟)(𝑖) i 年の「その他木材利用」の製材品出荷量

（国産材）[m3] 

農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」

の i 年の値を使用 

※製材品出荷量のうち建築用材を除いた出荷量

（土木建設用材、木箱仕組板・こん包用材、家具・

建具用材、その他用材の合計） 

𝑆𝑊𝑃(𝑜𝑡ℎ𝑒𝑟)(𝑖) i 年の「その他木材利用」の製材品出荷量 
[m3] 

 
 
(2) 「その他木材利用」に供される合板の国産材率 

「その他木材利用」に供される合板の国産材率（𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖)）は、合板用素材入荷量と合板用単

板輸入量（丸太換算）の合計に対する合板用素材入荷量（国産材）の比率によって求められる。 
 

𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) =
𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖)

𝐼𝑅𝑊 𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) + 𝑉𝑒𝑛𝑒𝑒𝑟𝐼𝑀(𝑖) ∙ 𝛼
 

 
表2-14．「その他木材利用」に供される合板の国産材率の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 年 ― 
𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) i 年の合板の国産材率 [％] ― 
𝐼𝑅𝑊 𝐷𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) i 年の合板用素材入荷量（国産材）[m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」

の i 年の値を使用 
𝐼𝑅𝑊 𝑃(𝑃𝑊)(𝑖) i 年の合板用素材入荷量（輸入材含む）[m3] 農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」

の i 年の値を使用 
𝑉𝑒𝑛𝑒𝑒𝑟𝐼𝑀(𝑖) i 年の合板用単板輸入量 [m3] 財務省「貿易統計」の i 年の値を使用 
𝛼 丸太換算係数 農林水産省「木材需給表」の値を使用 
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(3) 「その他木材利用に供される木質ボードの国産材率の推計 

 当該カテゴリーの国産材率（𝑓
𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖)）は、原材料ごとに「建築物」のそれと同様の値を用いて

いる。 
 
2.2.3. 「紙製品」の炭素蓄積変化量の算定方法論 

2.2.3.1. 「紙製品」の炭素蓄積変化量 

「紙製品」の炭素蓄積変化量は、紙・板紙の生産量及び国産材率により求めたインフローに基

づき、IPCC ガイドラインに示された一次減衰関数とデフォルト半減期を用いた方法（Tier2）に

より算定する。 
∆𝐶𝐷𝑃𝑃

(𝑖) = 𝐶𝐷𝑃𝑃
(𝑖 + 1) − 𝐶𝐷𝑃𝑃

(𝑖) 

𝐶𝐷_𝑃𝑃(𝑖 + 1) = 𝑒−𝑘 ∙ 𝐶𝐷_𝑃𝑃(𝑖) + [
(1 − 𝑒−𝑘)

𝑘
] ∙ 𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃(𝑖) 

𝑂𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃(𝑖) = 𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃(𝑖) − ∆𝐶𝐷_𝑃𝑃(𝑖) 

 
表2-15．「紙製品」の炭素蓄積変化量の算定に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 - 

∆𝐶𝐷_𝑃𝑃(𝑖) i 年の間の HWP プールにおける

「紙製品」（紙・板紙）の炭素蓄積

変化量（国産材由来）[t-C/年] 

- 

𝐶𝐷_𝑃𝑃(𝑖 + 1) i+1 年期首の HWP プールにおける

「紙製品」（紙・板紙）の炭素蓄積

量（国産材由来）[t-C] 
 

i 年の「紙製品」（紙・板紙）の炭素蓄積量（国産材

由来）（𝐶𝐷_𝑃𝑃(𝑖)）と炭素投入量（国産材由来）

（𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃(𝑖)）により、IPCC ガイドラインのデフ

ォルト半減期（「紙製品」：2 年）を用いた一次減衰関

数により推計 

1900 年の炭素蓄積量を 0 とみなす（C(1900) = 0） 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃  i 年の間に HWP プールに投入され

る「紙製品」（紙・板紙）の炭素量

（国産材由来）[t-C/年] 

下記２の式により算出 

𝑘 𝑘 = ln(2)/𝐻𝐿  
𝐻𝐿：HWP プールの半減期（「紙製

品」2 年） 

- 

𝑂𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃 i 年の間に HWP プールから廃棄さ

れる「紙製品」（紙・板紙）の炭素

量（国産材由来）[t-C/年] 

上記式により算出 
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2.2.3.2. 「紙製品」の炭素インフロー 

「紙製品」の炭素インフローは、紙・板紙製品の生産量と、紙製品の原料であるパルプ（木材由

来の製紙用パルプ及び古紙・古紙パルプ、並びに非木材由来のその他繊維原料パルプ）をベース

とした国産材率を用いて推計する（図 2-4）。この図 2-4 の考え方に沿って、「紙製品」の炭素イン

フローは紙・板紙の生産量に国産材率を乗じて炭素換算することによって推計する。 
 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃(𝑖) = 𝑃𝑃𝐷𝑃(𝑖) ∙ 𝐶𝑐𝑓 

𝑃𝑃𝐷𝑃(𝑖) = 𝑃𝑃𝑃(𝑖) ∙ 𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃)(𝑖) 

 
表2-16．「紙製品」のインフローの推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 
𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝐷_𝑃𝑃 i 年の間に HWP プールに投入され

る「紙製品」（紙・板紙）の炭素量

（国産材由来）[t-C/年] 

 

𝑃𝑃𝐷𝑃(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）（国産材由

来）の生産量 [t/年] 

上記式により算出 

𝑃𝑃𝑃(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）の生産量 

[t/年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「生産・出荷・在庫統計」の i

年の紙・板紙生産量 
𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃)(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）生産にお

ける国産材率 [％] 

パルプ消費量を用いて、2.2.3.3 により算出 

𝐶𝑐𝑓 「紙製品」（紙・板紙）の気乾重量

当たりの炭素換算係数 [t-C/t] 

IPCC ガイドライン 2019 改良版の Table12.1 の値を使

用（0.386） 
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図2-4．「紙製品」のインフロー算定方法全体の考え方 

紙製品の国産材率
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2.2.3.3. 「紙製品」の国産材率 

紙製品（紙・板紙）の国内生産における国産材率は、全体のパルプ消費量と国産材由来の製紙

用パルプ及び古紙・古紙パルプの割合により算出する。 
 

𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃)(𝑖) =
𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐷𝐶(𝑖) + 𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐷𝐶(𝑖)

𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖)＋𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖) + 𝑂𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖)
 

 
表2-17．「紙製品」の国産材率の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 

𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃)(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）生産にお

ける国産材率 [％] 

パルプ消費量を用いて、上記式により算出 

𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖) i 年の製紙用パルプの消費量[t/年] 経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における、「製品（生産・出荷・在庫）

統計（パルプ）」の i 年の製紙パルプの自家消費量（製紙

用）（自社生産分）と「原材料統計（紙・板紙）」の i 年

のパルプの消費量（購入分）を合計した値 
𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖) i 年の古紙・古紙パルプの消費量 [t/

年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「原材料統計（紙・板紙）」の

i 年の古紙及び古紙パルプの消費量を合計した値 
𝑂𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖) i 年のその他繊維原料の消費量 [t/

年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「原材料統計（紙・板紙）」の

i 年のその他繊維原料の消費量 
𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐷𝐶(𝑖) i 年の製紙用パルプの消費量（国産

材由来）[t/年] 

後述（１）により算出 

𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐷𝐶(𝑖) i 年の古紙・古紙パルプの消費量

（国産材由来）[t/年] 

後述（１）により算出 

 
 
(1) 製紙用パルプ消費量（国産材由来） 

国産材由来の製紙用パルプ消費量は、以下の式により推計する。 
 

𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐷𝐶(𝑖) = {𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖) − 𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐼𝑀(𝑖)}・𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) 

𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) =
𝐼𝑅𝑊𝐷𝐶(𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) + 𝑊𝐶𝐷𝐶(𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖)

𝑃𝑈𝐿𝑃𝑊𝐶(𝑖)
  

𝑊𝐶𝐷𝐶(𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) = 𝑊𝐶𝐶(𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) ∙ ∑{𝑠𝑅𝑀(𝑖) ∙ 𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖)} 
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表2-18．製紙用パルプ消費量（国産材由来）の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 

𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐷𝐶(𝑖) i 年の製紙用パルプの消費量（国

産材由来）[t/年] 

上記式により算出 

𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖) i 年の製紙用パルプの消費量 [t/

年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における、「生産・出荷・在庫統計（パ

ルプ）」の i 年の製紙パルプの消費量（製紙用）（自社生

産分）と「原材料統計（紙・板紙）」の i 年のパルプの消

費量（購入分）を合計した値 

𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃𝐼𝑀(𝑖) i 年の製紙用パルプの輸入量 [t/

年] 

財務省「貿易統計」の第 47 類「木材パルプ、繊維素繊

維を原料とするその他のパルプ及び古紙」のうち製紙用

パルプ（4701、4703、4704、4705）の輸入量 
𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) i年の製紙用パルプ生産における

国産材率 [％] 

パルプ原材料の消費量を用いて、上記式により算出 

𝑃𝑈𝐿𝑃𝑊𝐶(𝑖) i 年のパルプ材（原木及び木材チ

ップ）の消費量 [m3/年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「原材料統計（パルプ）」の i 年

の消費量 
𝐼𝑅𝑊𝐷𝐶(𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) i年のパルプ原材料として用いら

れる原木（国産材）の消費量 [m3/

年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「原材料統計（パルプ）」の i 年

の国産材原木消費量 
𝑊𝐶𝐷𝐶(𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) i年のパルプ原材料として用いら

れる国産木材チップ（国産材由

来）の消費量 [m3/年] 

下記データを用いて上記式により算出 

𝑊𝐶𝐶(𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) i年のパルプ原材料として用いら

れる国産木材チップの消費量 

[m3/年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「原材料統計（パルプ）」の i 年

の国産木材チップ消費量 [m3/年] 
𝑠𝑅𝑀(𝑖) i年の国産木材チップの入手区分

（原材料）別割合 

「木材統計調査（木材需給報告書）」の国産木材チップの

入手区分（原材料）別割合 
𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑀)(𝑖) i年の国産木材チップの各原材料

の国産材率 

2.2.1.2(3)により算出 

 
 
(2) 古紙・古紙パルプ消費量（国産材由来） 

国産材由来の古紙・古紙パルプ消費量は、以下の式により推計する。 
 

𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃 𝐷𝐶(𝑖) = {𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃 𝐶(𝑖) − 𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐼𝑀(𝑖)} ∙ 𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖) 

𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖 + 1) =
𝑃𝑃𝐷𝑊(𝑖)

𝑃𝑃𝑊(𝑖)
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表2-19．古紙・古紙パルプ消費量の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 

𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐷𝐶(𝑖) i 年の古紙・古紙パルプの消費

量（国産材由来）[t/年] 

上記式により算出 

𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐶(𝑖) i 年の古紙・古紙パルプの消費

量 [t/年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「原材料統計（紙・板紙）」の

i 年の古紙及び古紙パルプの消費量を合計した値 

𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃𝐼𝑀(𝑖) i 年の古紙・古紙パルプの輸入

量 [t/年] 

財務省「貿易統計」の第 47 類「木材パルプ、繊維素繊

維を原料とするその他のパルプ及び古紙」のうち

470620（古紙パルプ）及び 4707（古紙）の輸入量 
𝑓𝐷𝑃(𝑅𝑃𝑈𝐿𝑃)(𝑖 + 1) i+1 年の古紙・古紙パルプ消費

における国産材率 [％] 

i 年に廃棄された「紙製品」（紙・板紙）の国産材率とみ

なして、上記式により算出。 
𝑃𝑃𝑊(𝑖) i 年の「紙製品」（紙・板紙）の

廃棄量 [t/年] 

下記式により算出 

𝑃𝑃𝐷𝑊(𝑖) i 年の「紙製品」（紙・板紙）の

廃棄量（国産材由来）[t/年] 

下記式により算出 

 
 
(3) 「紙製品」の廃棄量 

「紙製品」の廃棄量は、以下の式により推計する。 
 

𝑃𝑃𝑊(𝑖) = 𝑃𝑃𝑜𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) = 𝑃𝑃𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) − ∆𝑆𝑃𝑃(𝑖) 

𝑃𝑃𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) = 𝑃𝑃𝑃(𝑖) + 𝑃𝑃 𝐼𝑀(𝑖) − 𝑃𝑃 𝐸𝑋(𝑖) 

∆S𝑃𝑃(𝑖) = 𝑆𝑃𝑃(𝑖 + 1) − 𝑆𝑃𝑃(𝑖) 

𝑆𝑃𝑃(𝑖 + 1) = 𝑒−𝑘 ∙ 𝑆𝑃𝑃(𝑖) + [
(1 − 𝑒−𝑘)

𝑘
] ∙ 𝑃𝑃𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) 

 
表2-20．「紙製品」の廃棄量の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 

𝑃𝑃𝑊(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）の廃棄量 

[t/年] 

𝑃𝑃𝑜𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖)に相当し、上記式により算出 

𝑃𝑃𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) i 年の間に紙製品（紙・板紙）の蓄

積に投入される量 [t/年] 

上記式により算出 

∆𝑆𝑃𝑃(𝑖) i 年の間における紙製品（紙・板紙）

の蓄積変化量 [t] 

上記式により算出 

𝑆𝑃𝑃(𝑖 + 1) i+1 年の期首における紙製品（紙・ i 年の「紙製品」（紙・板紙）の蓄積量（𝑆𝑃𝑃(𝑖)）と投入
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板紙）の蓄積量 [t] 量（𝑃𝑃𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖)）により、IPCC ガイドラインのデフォル

ト半減期（「紙製品」：2 年）を用いた一次減衰関数によ

り推計 

𝑃𝑃𝑃(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）の生産量 

[t/年] 

経済産業省「生産動態統計（紙・印刷・プラスチック・

ゴム製品統計）」における「生産・出荷・在庫統計」の i

年の紙・板紙生産量 

𝑃𝑃𝐼𝑀(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）の輸入量 

[t/年] 

財務省「貿易統計」の第 48 類「紙及び板紙並びに製紙

用パルプ、紙又は板紙の製品」のうち 4801、4802

（480210 除く）、4803、4804、4805、4806、4810（481099

除く）、4813 の i 年の輸入量 
𝑃𝑃𝐸𝑋(𝑖) i 年の紙製品（紙・板紙）の輸出量 

[t/年] 

財務省「貿易統計」の第 48 類「紙及び板紙並びに製紙

用パルプ、紙又は板紙の製品」のうち 4801、4802

（480210 除く）、4803、4804、4805、4806、4810（481099

除く）、4813 の i 年の輸出量 

 
 
(4) 「紙製品」の廃棄量（国産材由来） 

「紙製品」の廃棄量（国産材由来）は、以下の式により推計する。 
 

𝑃𝑃𝐷𝑊(𝑖) = 𝑃𝑃𝐷_𝑜𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) = 𝑃𝑃𝐷_𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) − ∆𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖) 

𝑃𝑃𝐷_𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) = {𝑃𝑃𝑃(𝑖) − 𝑃𝑃𝐸𝑋(𝑖)}・𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃)(𝑖) 

∆S𝐷_𝑃𝑃(𝑖) = 𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖 + 1) − 𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖) 

𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖 + 1) = 𝑒−𝑘 ∙ 𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖) + [
(1 − 𝑒−𝑘)

𝑘
] ∙ 𝑃𝑃𝐷_𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) 

 
表2-21．「紙製品」の廃棄量（国産材由来）の推計に用いるパラメータ 

パラメータ 説明 データ投入方法 
i 算定対象年 ― 

𝑃𝑃𝐷𝑊(𝑖) i 年の「紙製品」（紙・板紙）の廃棄

量（国産材由来）[t/年] 

𝑃𝑃𝐷_𝑜𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖)に相当し、上記式により算出― 

𝑃𝑃𝐷_𝑜𝑢𝑡𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) i 年の間に「紙製品」（紙・板紙）（国

産材由来）の蓄積から廃棄される量 

[t/年] 

上記式により算出 

𝑃𝑃𝐷_𝑖𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤(𝑖) i 年の間に「紙製品」（紙・板紙）（国

産材由来）の蓄積に投入される量 [t/

年] 

上記式により算出 

∆𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖) i 年の間における「紙製品」（紙・板

紙）（国産材由来）の蓄積変化量 [t] 

上記式により算出 
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𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖 + 1) i+1 年の期首における「紙製品」（紙・

板紙）（国産材由来）の蓄積量 [t] 

i 年の「紙製品」（紙・板紙）（国産材由来）の蓄積量

（𝑆𝐷_𝑃𝑃(𝑖)）と投入量（𝑃𝑃𝐷_𝑃𝑃(𝑖)）を基に IPCC ガイド

ラインのデフォルト半減期（「紙製品」：2 年）を用い

た一次減衰関数により推計 

𝑓𝐷𝑃(𝑃𝑃)(𝑖) i 年の「紙製品」（紙・板紙）生産に

おける国産材率 [％] 

前述 3 により算出 

 
 
2.3. パリ協定の下での我が国の HWP 炭素蓄積変化量の計上方法 

2021 年以降のパリ協定の下で、我が国は、NDC 目標を達成するために森林・HWP の貢献量を

計上する方法として、京都議定書の下での活動ベースを継続している。すなわち、京都議定書第

3 条 4 項の下での森林経営（FM）活動の対象森林から搬出された HWP の排出・吸収量を目標達

成のために計上している。この HWP 炭素蓄積変化量の計上については、京都議定書第２約束期

間と同様に、GHG インベントリ報告の HWP 炭素蓄積変化量から、森林減少（D）活動に由来す

るものを即時排出とみなして控除している。また、新規植林・再植林（AR）活動の対象森林から

搬出された HWP による炭素蓄積変化量も計上対象となるが、FM 活動の対象森林から搬出された

HWP と区別が困難であるため、FM 活動において一括で計上している。さらに、HWP 炭素蓄積

変化量の計上にあたって、HWP 炭素プールに将来予測に基づく参照レベルアプローチを適用して

いる。この HWP の参照レベルと森林の参照レベル（ゼロ）の合計を FM 活動全体の参照レベル

として設定しており、FM 活動の排出・吸収量実績値から差し引いている（日本国第 1 回隔年透明

性報告書（日本国政府, 2024））。 
 
2.3.1. 森林減少（D）由来の HWP推計方法 

森林減少由来のインフローは、下記の式のとおり、全伐採立木材積に対する森林減少が発生し

た場所の伐採立木材積の割合（((Stock𝑖,𝐷,𝑆𝑇 ∙ 𝐷𝑖)/Harvest𝑆𝑇,𝑖）を、国全体の素材生産量（Harvest𝑅𝑊,𝑖）

に乗じることによって推計している。ここで、森林減少が発生した場所の伐採立木材積

（Stock𝑖,𝐷,𝑆𝑇 ∙ 𝐷𝑖）は、森林全体の ha 当たりの平均材積に森林減少面積を乗じることにより算出し

ているが、正確には、森林減少があった林分と森林全体の ha 当たりの平均材積には、有意な差が

あることが予想される。しかし、現行のデータでは、森林減少があった場所の ha 当たりの平均材

積は算定が難しい1ため、その代わりに森林全体の ha 当たりの平均材積で代用している。 
 

 
 
1 森林減少があった場所の ha 当たりの炭素蓄積量やバイオマス量までは現行のデータで算定可能だが、バイオ

マスから材積量に変換する際は、樹種によって容積密度が異なるため樹種毎の面積とバイオマス量のデータが

必要である。 
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𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑖,𝐷,𝑅𝑊 = Harvest𝑅𝑊,𝑖 ∙ {(Stock𝑖,𝐷,𝑆𝑇 ∙ 𝐷𝑖)/Harvest𝑆𝑇,𝑖} 

𝐼𝑛𝑓𝑙𝑜𝑤𝑖,𝐷,𝑅𝑊：i 年における D 由来のインフロー（丸太）[m3] 

Harvest𝑅𝑊,𝑖：i 年における素材（丸太）生産量 [m3] 

Stock𝑖,𝐷,𝑆𝑇：森林全体の ha 当たりの平均材積（幹材積）※国家森林 DB より [m3/ha] 

𝐷𝑖：i 年における森林減少の面積 [ha] 

Harvest𝑆𝑇,𝑖：i 年における伐採立木材積（幹材積）[m3] 

 
 
2.3.2. HWP参照レベルの設定方法 

HWP 参照レベルは、2012 年を起点とした過去における FM 活動の対象森林から搬出された

HWP の排出・吸収量の実績値に基づき将来予測したもので、表 2-22 のとおり設定している。サ

ブカテゴリー毎に、過去の参照年が異なるのは、2012 年を起点として過去 10 年又は 20 年間を

参照期間として、指数又は線形近似をした際により高い相関係数を示したものを参照レベルの設

定方法として採用しているためである。また、過去の参照期間を指数又は線形で近似しても有意

な傾向が見られない場合は、2012 年を起点として過去 10 年間の平均値を参照レベルの設定方法

として採用している。 
 

表2-22．我が国のHWP参照レベルの設定方法 

サブカテ

ゴリー 
半製品 インフロー 国産材率 アウトフロー 

建築物 

製材 過去 20年の指数近似 過去 10 年の

平均値 

過去 10 年の減失率（＝解体面積

/床面積）の平均値 合板 

木質ボード 過去 20年の線形近似 

その他木

材利用 

製材 過去 10年の平均値 過去 10 年の

平均値 

IPCC ガイドラインの一次減衰関

数（デフォルト半減期）で計算 合板 過去 20年の線形近似 

木質ボード 

紙製品 紙・板紙 
過去 10年の線形近似 過去 10 年の

平均値 

IPCC ガイドラインの一次減衰関

数（デフォルト半減期）で計算 
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3. 我が国の HWP 算定方法論の検討課題と対応状況 
2006 IPCC ガイドラインでは、国家 GHG インベントリ報告の品質向上のために、算定方法の

改善や活動データの誤りの修正・更新を行うことが奨励されている。また、それらの修正や更新

があった場合には過去の年の算定値を再計算し、過去から現在までの時系列の一貫性を確保する

こととされている2。そこで、2025 年提出の GHG インベントリ報告にあたっては、前年（2024

年）提出時に用いていた HWP 算定方法論（算定方法・活動データ）を精査し、以下の表 3-1 の通

り課題を検討し、修正や更新を行った。 
 

表3-1．令和6年度に検討した我が国のHWP算定方法論の課題と対応状況 

  項目 対応状況 

算定方法 1 「建築物」木質ボードの国産材率 2025 年年提出に反映済み 

2 「建築物」合板投入量 次年度以降も検討を継続 

3 地中利用木材（杭丸太） 次年度以降も検討を継続 

活動データ 1 「建築物」解体床面積 2025 年年提出に反映済み 

2 NDC(D 控除)用の全国平均幹材積 2025 年年提出に反映済み 

3 「その他木材利用」合板の投入量及び国産材率 次年度以降も検討を継続 

4 「建築物」木質ボードの建築用割合 次年度以降も検討を継続 

5 「建築物」着工床面積 次年度以降も検討を継続 

6 「建築物」面積原単位 次年度以降も検討を継続 

7 その他 HWP 算定に用いているデータの修正や更新 2025 年年提出に反映済み 

 
 
3.1. HWP の算定方法に関する課題・検討内容と修正状況 

3.1.1. 「建築物」木質ボードの国産材率 

「建築物」に使用される木質ボードの国産材率の推計にあたり、これまで輸入木材チップは、

原木由来木材チップとして取り扱っていた。しかしながら、日本繊維版工業会による会員企業へ

の調査結果では、輸入木材チップは外国の工場残材由来として取り扱っていることが判明した。

このため、HWP の算定においても、輸入木材チップは工場残材由来として取り扱うよう算定方法

を修正した。 
 
3.1.1.1. 「建築物」木質ボードの国産材率の算定方法の課題 

現行の HWP 算定において、木質ボード国産材投入量は以下の式で求めている。 
 

 
 
2 2006 IPCC ガイドライン：Volume 1: 5.2.1 Recalculations due to methodological changes and refinements を

参照 
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木質ボード国産材投入量 (m3) ＝ ①木質ボード販売・消費量 (m3) × ②木質ボード国産材率 
 

ここで、①木質ボード販売・消費量は、経済産業省「生産動態統計」のデータを用いているが、

②木質ボード国産材率は、下記の通り、木質ボードの原料となる木材チップの原料由来別（原木、

工場残材、林地残材、解体材・廃材）の国産材率と原料使用割合（表 3-2）を用いて加重平均して

推計している。 
 

②木質ボード国産材率（加重平均値） 

= 原木由来木材チップの（国産材率 × 使用割合） 

＋ 工場残材由来木材チップの（国産材率 × 使用割合） 

＋ 林地残材由来木材チップの（国産材率 × 使用割合） 

＋ 解体材・廃材由来木材チップの（国産材率 × 使用割合） 

 
表3-2．原料由来別の使用割合（2022年） 

由来 パーティクルボード 繊維版 

原木 1.7 % 13.2 % 

工場残材（・その他） 3.0 % 47.1 % 

林地残材 1.8 % 9.9 % 

解体材・廃材 93.5 % 29.8 % 

（出典）日本繊維板工業会「木質ボード原材料使用実態調査」 

 
ただし、ここで使われている原木由来の木材チップの国産材率は年変動が大きく、ある年（1994-

1997 年、2009 年）では、国産材率がゼロと推計されている年もある（図 3-1）。 
 

 
図3-1．木質ボードの原料である木材チップの由来別国産材率（修正前） 

 
この原木由来の木材チップの国産材率には、輸入木材チップが考慮されており、推計には農林

水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」、日本製紙連合会「パルプ材集荷実績」、財務省「貿易

統計」の 3 つの統計データを組み合わせて用いていたため、国産材率がマイナスとなる年が発生

し、その場合国産材率ゼロとみなしていた。 
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3.1.1.2. 「建築物」木質ボードの国産材率の推計方法の修正 

現行の原木由来木材チップの国産材率の推計方法を精査する過程で、日本繊維版工業会による

会員企業への調査結果では、輸入木材チップは外国の工場残材由来として取り扱っていることが

判明した。そこで、HWP の算定方法でも、輸入木材チップの取り扱いを日本繊維板工業会に揃え

ることとし、原木由来木材チップ及び工場残材由来木材チップの国産材率の推計方法を以下のと

おり修正した。 
 
(1) 原木由来木材チップの国産材率の推計方法の修正 

原木由来木材チップの国産材率は、農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」のチップ用

素材入荷量の国産材率を使用して以下の通り推計することとした。 
 

原木由来木材チップの国産材率 =
チップ用素材入荷量（国産材）（𝐦𝟑）

チップ用素材入荷量（国産・輸入材）（𝐦𝟑）
 

 
【出典】農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」チップ用素材入荷量 

 
(2) 工場残材由来木材チップの国産材率の推計方法の修正 

工場残材由来木材チップの国産材率は、工場残材由来木材チップの国内生産割合（海外の工場

残材由来の輸入木材チップを控除）に、国内の工場残材木材チップの原料である製材品出荷量の

国産材率を乗じて推計することとした。 
 

工場残材チップの国産材率

= 工場残材由来木材チップの国内生産チップの割合

×
製材品出荷量（国産材）（𝐦𝟑）

製材品出荷量（国産・輸入材）（𝐦𝟑）
 

 
【出典】 

・日本繊維板工業会「木質ボード原材料使用実態調査」（直近過去 6 年間において、国内生産割合の平均値は、パ

ーティクルボードで 100％、繊維板で約 25％） 

・農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」製材品出荷量 
 
3.1.1.3. 「建築物」木質ボードの国産材率の推計方法の修正及び再計算結果 

上記修正の結果、原木由来木材チップは、輸入木材チップを考慮から外したことにより国産材

率の顕著な年変動が改善された。その一方で、工場残材由来木材チップで、輸入木材チップを推

計に入れた結果、工場残材由来木材チップの国産材率が顕著に低下した（図 3-2）。 
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図3-2．木質ボードの原料である木材チップの由来別国産材率（修正後） 

 
上記修正の結果、過去の HWP 算定値を再計算（前年報告値との差異）した結果、「建築物」の

炭素蓄積変化量は減少（-2.03 万 t-C）したが、「その他木材利用」では増加（+0.52 万 t-C）した。

HWP 全体では、-1.51 万 t-C の減少と試算され、その影響度は中程度（-2.89%）であった（表 3-3）。 

この「建築物」木質ボードの国産材率の推計方法の修正については、令和 6 年度第１回 HWP 委

員会及び委員への書面確認を経て了承された。その後、令和 6 年度の温室効果ガス排出量算定方

法検討会に諮り承認されたので、2025 年提出の GHG インベントリ報告に反映した。 
 

表3-3．「建築物」木質ボードの国産材率の推計方法の修正の再計算結果（2022年） 

半製品 
パラ

メー

タ 

修正

年 

再計算結果（万 t-C） 再計算結果（%） 

合計 建築物 
その他

木材利

用 
紙製品 合計 建築物 

その他

木材利

用 
紙製品 

木質ボ

ード 
国産

材率 
全体 -1.51 -2.03 +0.52 0.00 -2.89 

% 
-4.16 

% 
5.34 
% 

0.00 
% 

 
 
3.1.2. 「建築物」合板投入量 

「建築物」への合板投入量は、国土交通省「建築物着工統計」の着工床面積に、同省「建築資

材・労働力需要実態調査（建築部門）」の建築物への合板使用量の面積原単位を乗じて推計してい

る。しかしながら、農林水産省統計の国内工場における合板生産量のうち針葉樹合板及び構造用

合板3の生産量を大きく下回っている（表 3-4）。 
 

 
 
3 構造用合板：ツーバイフォー住宅等の建築物の耐力構造上必要な部位に使用される合板で、日本農

林規格（以下「ＪＡＳ」という。）で厚さ等の規格を定めている。 
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表3-4．HWP「建築物」への合板投入量（2022年） 

 
そこで、「建築物」への合板投入量を算定するために、現行の（着工床面積×面積原単位）から、

針葉樹合板又は構造用合板生産量を用いることについて、以下の通り検討した。 
 
3.1.2.1. 「建築物」合板投入量の課題 

国内工場で生産された合板は、近年そのほとんどが国産材由来の針葉樹合板であり建築用に使

用されているため、HWP「建築物」への合板投入量が構造用合板生産量の半分程度しか推計され

ていないのは実態と乖離している（有識者ヒアリング結果）。国土交通省「建築資材・労働力需要

実態調査（建築部門）」は、隔年の標本抽出調査であり、合板の面積原単位は、建設資材として合

板が建築物へ使用された量（損料対象材を除く）を単位面積当たりで算出した値である。この国

土交通省の面積原単位（2021 年値）を、業界団体である（一社）日本木造住宅産業協会の「木造

軸組工法住宅における国産材利用の実態調査報告書」（2020 年値）と比較すると、製材は同程度

であるが、合板は顕著に小さい（約半分程度）。この比較結果からも、HWP「建築物」への合板投

入量は過小推計されていると考えられる。 
 

表3-5．HWP「建築物」への合板投入量（2022年） 

面積原単位 

（m3/m2） 

（一社）日本木造住宅産業協会 

「木造軸組工法住宅における国産材利用の実

態調査報告書」（2020 年値） 

国土交通省 

「建設資材・労働力需要実態調査」 

（2021 年値） 

合板 0.0409 0.0221 

製材 (参考) 0.1626 0.1777 

 

着工床面積 合板の原単位 「建築物」の合板 普通合板の 「建築物」の合板

(新・増築のみ) (損料対象材を除く) 木材投入量 国産材率 国産材投入量

(m2) (m3/m2) (m3) (%) (m3)
① ② ③=①×② ④ ⑤=③×④

木造 45,373,395 0.02213 1,004,113 - -
鉄骨鉄筋コンクリート造 256,589 0.00806 2,068 - -
鉄筋コンクリート造 12,427,530 0.00797 99,047 - -
鉄骨造 9,185,986 0.01417 130,165 - -
コンクリートブロック造 46,296 0.03739 1,731 - -
その他造 477,027 0.03739 17,836 - -

小計 67,766,823 - 1,254,961 - -
木造 3,986,264 0.01976 78,769 - -
鉄骨鉄筋コンクリート造 1,903,007 0.00077 1,465 - -
鉄筋コンクリート造 11,072,153 0.00466 51,596 - -
鉄骨造 33,837,111 0.00206 69,704 - -
コンクリートブロック造 11,937 0.0004 5 - -
その他造 448,294 0.0004 179 - -

小計 51,258,766 - 201,719 - -
1,456,680 48.60% 707,947

3,059,000 90.12% 2,756,772
2,919,000 90.12% 2,630,604
2,580,000 90.12% 2,325,097
2,613,363 0.00% 0
5,672,363 48.60% 2,756,772

非住宅

＜比較資料＞「建築物」用に限らず全ての用途

構造別用途別

農林水産省木材需給報告書

住宅

普通合板の生産量＋輸入量 (m3)…(A)＋(D)

合計

普通合板の生産量 (m3)…(A)
　うち針葉樹合板の生産量 (m3)…(B)
　　うち構造用合板の生産量 (m3)…(C)
普通合板の輸入量 (m3)…(D)

農林水産省木材需給報告書

農林水産省木材需給報告書

財務省貿易統計

農水省＋財務省
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3.1.2.2. 「建築物」合板投入量の推計方法の修正案 

農林水産省「木材統計調査（木材需給報告書）」の国内工場における合板生産量のうち針葉樹合

板又はそのうち構造用合板生産量を用いて、「建築物」への合板投入量を推計することについて来

年度も引き続き検討する。 
 
3.1.3. 地中利用丸太（杭丸太） 

3.1.3.1. 杭丸太算定の背景と目的 

IPCC ガイドライン 2019 改良版において、HWP 製品（commodity）クラスとして示されてい

る「その他産業用丸太（other industrial roundwood）」は、一時減衰関数とデフォルトの半減期を

用いて算定が可能な半製品（製材・木質パネル又は紙・板紙）に加工されるものではなく、その

最終用途（poles, piling, posts, fencing, pitprops, shingles and shakes, wood wool, tanning, 

distillation and match blocks）によって半減期が大きく異なる。そこで、「その他産業用丸太」を

HWP として算定するためには、国固有のデータ及び国固有の算定方法を用いた Tier3 の算定方法

論を開発する必要がある（IPCC, 2019）。 

我が国の現行の HWP 蓄積変化量の算定にあたっては、輸出丸太や国内で利用されている杭丸

太等（その他産業用丸太）は即時排出とみなしており算定対象外である。ただし、杭丸太を含む

土木用丸太の CO2 吸収ポテンシャルは、Kayo and Noda（2018）の将来予測によると 2050 年に

は 165 万 t-CO2（基準年排出量の 0.12%程度）に達すると予想されている。このため、杭丸太の

炭素蓄積変化量に係る Tier3 の算定方法が開発できれば、我が国の HWP 炭素蓄積変化量の確保に

貢献することが期待できる。 

そこで、本事業では、この杭丸太の炭素蓄積変化量の算定方法論を中長期的な検討課題として

位置付けているが、令和 3（2021）年度から林野庁補助事業により、「軟弱地盤対策のための地中

利用木材の CO2 蓄積量の評価に関する調査」（以下「地中利用木材調査事業」という。）を公益財

団法人国際緑化推進センターが事業実施主体として実施している。そこで、本章ではその事業成

果の概要を報告する。 
 
3.1.3.2. 杭丸太の掘り出し調査結果 

地中利用木材調査事業で実施してきた、軟弱地盤対策等のための実際の施工条件下で打設され

た杭丸太の掘り出し調査による短柱試験や小ブロック試験について、本年度の調査結果も含め、

これまでの結果をまとめたものを表 3-6 に示す。本年度の掘り出し調査結果を含めても、地中利

用木材は、①地下水位以下では永久貯留と考えて良いこと、②長期間にわたり地下水位以上に位

置する場合はゆるやかに質量減少する可能性があるが、質量減少半減期が最も短いものは 295 年

であるとの評価結果に変更はなかった。 
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表3-6．杭丸太掘出し調査結果まとめ 

 
 
 
3.1.3.3. 杭丸太の炭素蓄積変化量の算定方法論（案） 

上記の掘出し試験結果等に基づき、杭丸太の特定 4 工法（環境パイル工法、LP-LiC/LP-SoC 工

法、QP パイル工法、パイルネット工法）の炭素蓄積変化量の算定方法論（案）として、昨年度残

された課題を整理した上で、事業実施主体から次の方法が提案された。 
 
(1) 建築用特定工法（環境パイル工法、LP-LiC／LP-SoC工法及び QPパイル工法） 

建築用特定工法（環境パイル工法、LP-LiC／LP-SoC 工法及び QP パイル工法）では、仕様によ

り地下水位下での利用が規定されているか、防腐処理・トップコンクリートや被覆土による杭頭

の保護などにより腐朽・劣化を防止する工法であり、地中利用の下では永久貯留とする。この建

築用特定工法による杭丸太の炭素蓄積変化量の算定方法論の概念図を図 3-3 に示す。ここで、イ

ンフローは年毎の樹種別打設量（㎥）を用いることとし、そのデータは企業・団体の打設量実績

調査により取得可能である。その一方で、建築物の解体の際に杭丸太が引き抜かれる場合はアウ
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トフローとして取り扱うこととしている。建築物が解体される場合に杭丸太が引き抜かれる割合

を示す「引き抜き率」については、既往文献による既存杭の引き抜きに関する調査から、0.5 と設

定した。 
 

 
 

図3-3．建築用特定工法のインベントリ算定方法概念図 
 
(2) 土木用特定工法（パイルネット工法） 

土木用特定工法（パイルネット工法）のように、杭頭部を地盤から出るように打設したのちに

盛土する場合があり得る工法では、永久貯留部分と分解による質量減少部分に分けて算定する。

この土木用特定工法による杭丸太の炭素蓄積変化量の算定方法論の概念図を図 3-4 に示す。ここ

で、インフローは年毎の樹種別打設量（㎥）を用いることとし、そのデータは企業・団体の打設

量実績調査により取得可能である。その一方で、腐朽・劣化によるアウトフローについては、地

下水位以深の部分と腐朽・劣化が起こる地下水位以浅の部分で分けて考える必要がある。 

まず、地下水位以深の部分は永久貯留とする。次に、地下水位以浅の部分（以下、「質量減少部

分」という。）については、パイルネット工法は道路や堤防の盛土下の軟弱地盤に打設するもので

あり腐朽・劣化の可能性は低いが、保守的に見て杭頭部 40cm 部分は地盤から出るように打設し

埋め戻しするため、この部分を質量減少部分とした。この質量減少部分の半減期は、これまでの

掘り出し調査から保守的に見て 295 年とした。なお、パイルネット工法の場合、建築物を対象と

していないことや、実態調査からも引き抜き事例は極めて限定的であることから、引き抜きによ

るアウトフローはゼロとする。 
 

 
 

図3-4．土木用特定工法の炭素蓄積変化量の算定方法論の概念図 
 
3.1.3.4. 杭丸太打設量の把握 

特定工法 4 工法の樹種別打設量について、昨年度のデータは、一部推計値が含まれていたこと
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から、本年度は、実績数値を工法団体・企業の協力を得て事業実施団体が取得し、打設量を集計

したところ図 3-5 のとおりであった。近年の杭丸太打設量は、近年約 3 万 m3/年で推移しており、

そのほとんどがスギであった。 
 

 
図3-5．特定工法4工法の杭丸太打設量の推移 

 
3.1.3.5. 杭丸太の CO2吸排出量（炭素固定量）の計算 

上記に示した杭丸太の炭素蓄積変化量の算定方法論案に基づき、特定 4 工法の事業実施団体に

よる杭丸太の樹種別打設量（実績値）を用いて、杭丸太による炭素蓄積変化量及び CO2 排出・吸

収量の計算を行った。その結果、杭丸太の施工による CO2 吸収量は、近年 16,000～18,000t-CO2

／年で推移していることが示された（表 3-7）。また、HWP 全体の排出・吸収量に対する杭丸太に

よる CO2 吸収量の寄与度は、直近 5 年（2018～2022 年）の平均値で 1.08%であった。 

この杭丸太の炭素蓄積変化量の算定方法論案は、令和 7 年度の HWP 検討委員会で承認を得て、

令和 7 年度の温室効果ガス排出量算定方法検討会に諮り、2026 年提出の GHG インベントリ報告

に反映する方向で引き続き検討する。 

その際、第２回委員会において、建築用特定工法の引き抜き率について、施用が開始された 2010

年頃以降、当面（住宅の平均寿命）は解体が発生しないと仮定しても良いと考えられる（他分野

のバイオ炭コンクリートでは、建築物の耐用年数の間は解体されないと仮定して算定している事

例もある）等の意見があったことを踏まえ、引き抜きによるアウトフローの考え方について検討

を継続する。 
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表3-7．杭丸太特定4工法のCO2吸収量及びHWP全体の排出・吸収量への寄与度 

 
 
 
3.2. HWP の活動データに関する課題・検討内容と対応方針 

3.2.1. 「建築物」解体床面積 

「建築物」の解体床面積は、総務省統計「建築年次区分による家屋床面積」の前年と当年の（残

存）家屋床面積の差を用いて推計している。ただし、総務省統計では 3 年区分毎の合計データし

か示されていない。そこで、3 年区分合計値の年平均を取って各年の（残存）家屋床面積を算出

し、各年の前年と当年の差により解体床面積を推計している。ただし、直近年では 1 年又は 2 年

単位のデータしか示されておらず、その後、3 年区分合計値の年平均で比較すると床面積が増加

する場合もある。その場合、理論上増加しないように内挿/外挿で補正しているが、解体床面積を

推計する際に過大評価となる年が発生していた。そこで、3 年区分の合計データで家屋床面積が

減少していない場合には、各年についても家屋床面積が減少していないと仮定して数値を修正し

た（表 3-8）。この修正を 2025 年提出の GHG インベントリ報告に反映した。 
 

表3-8．「建築物」解体床面積の推計値の修正 

＜修正前＞（2024年提出） ＜修正後＞（2025年提出） 
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3.2.2. NDC(D控除)用の全国平均幹材積 

NDC(D 控除)用の全国平均幹材積として、2007 年以降は国家森林 DB の値（実測値）を採用し

ていたが、それ以前の年については森林林業統計要覧の統計値を採用していた。このため、2006

年と 2007 年の間にギャップが生じていた。そこで、国家森林 DB の値（実測値）と同様に、過去

の森林資源調査の実測値を用いて 2006 年以前を内挿により推定した値に修正することでギャッ

プを解消した（図 3-6）。この修正を 2025 年提出の GHG インベントリ報告に反映した。 
 

 
図3-6．NDC(D控除)用の全国平均幹材積の修正（内挿による推定） 

 
 
3.2.3. 「その他木材利用」合板の投入量及び国産材率 

「その他木材利用」の合板の投入量は、農林水産省の「木材統計調査（木材需給報告書）」の普

通合板生産量を用いて算定している。その一方で、合板の国産材率の推計にあたっては、輸入量

として財務省「貿易統計」の（合板＋LVL＋その他のもの）を用いている（表 3-9）。 
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表3-9．「その他木材利用」の合板の投入量及び国産材率（現行） 

 
 
 

このように、農林水産省統計と財務省統計の間で集計項目が異なっている。そこで、「その他木

材利用」の合板の投入量及び国産材率の推計にあたって、農林水産省統計の集計対象項目を（普

通合板＋LVL）に修正する案（表 3-10）を来年度も引き続き検討する。 
 

表3-10．「その他木材利用」の合板の投入量及び国産材率（修正案） 
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その他のもの 113,814 (m3) － －
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3.2.4. 「建築物」木質ボード（パーティクルボード）の建築用割合 

「建築物」への木質ボード投入量については、日本繊維版工業会の「木質ボード用途別出荷量」

を用いて建築用と非建築用の割合を算出している。この用途分類が 2019 年に精緻化され、建築

用と非建築用が明確に区別できるようになった。ただし、2018 年以前の旧分類では、「家具・建

具」という分類に建築用と非建築用の両方が含まれている。このため、現行の木質ボードの建築

用割合については、保守的な観点から 「家具・建具」は非建築用（「その他木材利用」）として推

計している。その結果、2019 年以降と 2018 年以前との間にデータギャップが生じている。そこ

で、2019 年以降に精緻化された新分類における「住設機器（建具）」（建築用）と「家具・木工」

（非建築用）との割合を用いて、2018 年以前の旧分類の「家具・建具」の建築用割合を推計する

ことを来年度も引き続き検討する（図 3-7）。 
 

 
図3-7．木質ボード（パーティクルボード）の建築用割合の過去推計案 

 
 
3.2.5. 「建築物」着工床面積 

現行の算定では、「建築物」の着工床面積は、国土交通省の「建築着工統計調査（建築物着工統

計）4」の 1965 年以降のデータを使用している。ただし、国土交通省の調査はそれ以前の 1950 年

より開始されており、その過去データの利用可能性を来年度以降も引き続き検討する。 
 
3.2.6. 「建築物」木材使用量の面積原単位 

現行の算定では、「建築物」の木材使用量の面積原単位は、国土交通省の「建設資材・労働力需

要実態調査（建築部門）5」の 1988 年以降のデータを使用している。ただし、国土交通省の調査

はそれ以前の 1974 年より開始されており、その過去データの利用可能性を来年度以降も引き続

 
 
4 国土交通省ホームページ：【調査概要】建築動態統計調査 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_fr4_000014.html 
5 国土交通省 HP：建設資材・労働力需要実態調査の概要. 

https://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/gaiyo_b3t1.html 

用途別出荷量：旧分類（1985～2018）

雑貨その他楽器電機器家具・建具建築

用途別出荷量：新分類（2019年以降）

雑貨
その他

梱包材自動車
家具・
木工

住設
機器

断熱養生版畳床内装下地

41.9%58.1％

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/jouhouka/sosei_jouhouka_fr4_000014.html
https://www.mlit.go.jp/toukeijouhou/chojou/gaiyo_b3t1.html
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き検討する。 
 
3.2.7. その他 HWP算定に用いているデータの修正や更新 

HWP の算定に用いているデータの修正や更新を以下の通り行い、2025 年提出の GHG インベ

ントリ報告に反映した。 
 
 農林水産省統計の製材品出荷量（輸入材）の 2011 年、2015 年及び 2016 年の値を修正した。 

 FAOSTAT の製材品（針葉樹以外）輸入量の 2022 年の値を更新した。 

 1960 年以前の合板生産量については、2006 IPCC ガイドラインに示されている過去推計式

を用いて推計していた。それが、2024 年提出の GHG インベントリ報告では、「建築物」及

び「その他木材利用」について、日本合板工業組合連合会の合板百年史（合板百年史編集員

会編, 2008）の実績値を用いることとした。それに伴い、2025 年提出の GHG インベントリ

報告では、「輸出」の算定においても「建築物」の値を参照するように修正した。 

 財務省「貿易統計」の 2022 年の合板輸出量の値を修正した。 

 HWP 計算プログラムの「解体建築物の築年別国産材率シート」の年数の一部を修正した。 
 
 

4. HWP炭素蓄積変化量の算定・計上 
2025 年の GHG インベントリ報告書の提出にあたって、第 0 章の通り、前年（2024 年）に提

出した際の HWP 算定方法論（算定方法・活動データ）を改善・精緻化し、1990～2023 年におけ

る HWP 炭素蓄積変化量を算定した。また、パリ協定下での NDC 達成に計上される FM 活動のう

ち HWP 炭素プールの貢献量を 2023 年まで推計した。 
 
4.1. GHG インベントリ報告における HWP の算定結果 

2025 年に提出する GHG インベントリ報告における 1990～2023 年の HWP 炭素蓄積変化量を 
 
 
表 4-1 のとおり算定した。また、HWP カテゴリー全体の炭素蓄積変化量・インフロー・アウトフ

ローを図 4-1 に示す。さらに、各サブカテゴリーの炭素蓄積変化量・インフロー・アウトフロー

について、「建築物」を図 2-2、「その他木材利用」を図 2-3、及び「紙製品」を図 4-4 に示す。な

お、再計算結果（前年(2024 年)提出値との差異）は表 4-2 のとおり。 
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表4-1．我が国のGHGインベントリ報告におけるHWPの炭素蓄積変化量（万t-C）（2025年提出） 

 
（上段：炭素蓄積変化量、中段：インフロー、下段：アウトフロー） 

（注）表中の炭素蓄積変化量の色は、増加した場合を緑系、減少した場合を赤系で示しており、その大きさを色の濃さで示している。 

 
  

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

11.0 2.2 -22.1 -34.5 -44.0 -32.5 -71.5 -47.1 -13.6 -45.2 -48.0 -41.3 -32.1 -37.3 -21.5 -15.5 -8.6 16.3 22.1 2.3 11.0 -45.3 12.5 6.4 23.5 29.1 35.8 42.4 45.1 43.6 27.6 56.0 49.7 42.3

5.0 13.2 7.7 9.8 9.2 16.7 -25.3 -4.1 41.6 4.9 -1.9 12.7 15.7 12.4 18.1 15.9 13.3 28.7 30.1 28.9 28.6 -24.3 30.1 12.5 26.5 30.4 30.7 31.3 37.2 39.9 39.6 48.8 45.8 59.2

製材 0.1 7.1 1.6 1.1 0.2 6.5 -35.5 -14.9 31.7 -4.1 -12.5 1.9 5.5 0.9 6.0 2.1 -2.6 10.2 12.9 17.0 13.4 -42.1 8.7 -11.2 4.0 6.4 3.1 2.8 7.7 4.2 5.7 14.2 12.2 26.6

合板 -1.1 -0.9 -1.2 -1.3 -1.5 -1.3 -2.5 -1.8 -0.7 -1.1 -1.2 -0.7 -0.5 -0.2 0.4 2.2 2.9 3.3 4.1 1.9 6.5 8.7 11.0 13.3 11.2 12.7 14.6 15.8 16.8 19.5 18.3 18.0 17.7 18.0

木質ボード 6.1 7.0 7.3 10.0 10.5 11.5 12.8 12.6 10.6 10.1 11.7 11.5 10.7 11.6 11.7 11.6 13.1 15.2 13.0 10.0 8.7 9.0 10.4 10.4 11.3 11.3 13.0 12.8 12.7 16.2 15.6 16.5 15.9 14.6

-13.5 -16.6 -21.0 -20.6 -23.5 -25.9 -26.2 -27.8 -32.5 -32.5 -33.0 -35.0 -32.3 -32.3 -28.3 -23.2 -18.4 -13.1 -5.1 -6.8 -5.9 -7.3 -9.1 -2.9 -0.3 3.5 5.8 10.8 12.8 10.3 4.2 11.7 10.1 -3.2

製材 -23.0 -25.1 -27.8 -28.3 -29.5 -31.0 -31.9 -32.1 -34.0 -34.9 -35.2 -36.8 -36.8 -36.5 -34.5 -35.2 -32.4 -32.3 -32.2 -35.0 -33.7 -29.3 -31.2 -29.4 -27.9 -26.2 -26.0 -25.2 -23.0 -21.2 -24.0 -19.6 -21.0 -23.3

合板 0.5 0.1 -0.8 -0.9 -1.3 -1.6 -1.2 -1.5 -2.1 -2.3 -2.5 -1.9 -0.7 0.3 2.4 7.7 10.3 15.8 25.8 28.7 28.9 22.3 23.2 26.8 28.6 30.8 33.1 37.6 37.8 37.3 34.3 37.6 37.2 26.1

木質ボード 9.0 8.4 7.6 8.6 7.3 6.7 6.9 5.7 3.7 4.6 4.6 3.7 5.3 3.9 3.8 4.3 3.6 3.3 1.3 -0.5 -1.0 -0.3 -1.1 -0.3 -0.9 -1.2 -1.2 -1.5 -2.0 -5.8 -6.1 -6.3 -6.2 -6.0

19.4 5.6 -8.8 -23.6 -29.7 -23.3 -20.1 -15.3 -22.8 -17.5 -13.1 -19.0 -15.5 -17.4 -11.3 -8.1 -3.5 0.7 -2.9 -19.8 -11.8 -13.7 -8.5 -3.2 -2.8 -4.8 -0.7 0.2 -4.9 -6.6 -16.2 -4.5 -6.3 -13.7

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

500 480 467 453 442 423 435 405 381 372 366 349 349 347 351 358 366 374 379 340 349 345 347 362 360 364 375 381 378 381 354 380 371 351

117 110 117 124 131 117 134 108 103 97 92 90 90 97 96 98 100 99 99 83 89 92 94 100 96 99 104 104 105 113 106 116 111 115

製材 108 101 108 112 119 104 119 93 91 85 78 76 77 82 80 81 80 77 79 69 70 69 70 72 70 71 73 72 72 74 69 78 74 80

合板 1 1 1 1 1 1 1 0 1 1 1 1 1 1 2 4 5 5 5 3 8 11 12 15 13 14 16 17 18 21 20 19 19 19

木質ボード 7 8 8 11 12 13 14 14 12 12 14 13 12 13 13 13 15 16 14 11 11 12 12 13 13 13 15 15 15 18 17 18 18 16

65 62 57 57 54 51 50 48 43 42 41 38 40 40 43 48 52 57 65 64 65 63 62 68 71 75 77 83 85 83 78 86 84 71

製材 43 40 37 36 34 32 31 30 27 26 25 22 21 21 22 21 23 23 22 19 19 23 21 22 23 24 23 24 25 27 24 28 26 23

合板 5 5 4 4 3 3 3 3 2 2 2 2 3 4 6 12 15 21 31 35 36 30 31 36 38 41 44 50 51 52 50 54 55 45

木質ボード 17 17 16 17 16 16 16 15 13 14 15 14 15 14 14 15 14 14 12 10 10 10 10 10 10 9 9 9 9 5 4 4 4 4

318 309 293 273 257 255 251 249 235 233 233 221 219 211 212 212 215 218 214 193 196 190 191 194 194 190 194 194 188 185 171 179 176 165

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

-489 -478 -489 -488 -486 -455 -506 -452 -394 -418 -414 -390 -381 -385 -372 -374 -375 -358 -357 -337 -338 -390 -334 -356 -337 -335 -339 -338 -333 -337 -327 -324 -321 -309

-112 -97 -109 -114 -122 -100 -160 -112 -61 -92 -94 -77 -74 -85 -78 -83 -86 -70 -69 -54 -60 -116 -64 -88 -69 -68 -73 -72 -67 -73 -66 -67 -65 -56

製材 -108 -94 -106 -111 -119 -97 -155 -108 -59 -89 -91 -74 -72 -81 -74 -79 -83 -67 -66 -52 -57 -112 -61 -84 -66 -65 -70 -69 -64 -69 -63 -64 -62 -54

合板 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -3 -2 -1 -2 -2 -1 -1 -2 -1 -2 -2 -1 -1 -1 -1 -2 -1 -2 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1 -1

木質ボード -1 -1 -1 -1 -1 -1 -2 -1 -1 -2 -2 -2 -1 -2 -2 -2 -2 -1 -1 -1 -2 -3 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -1 -2 -2 -2

-78 -78 -78 -77 -77 -77 -76 -76 -75 -74 -74 -73 -72 -72 -71 -71 -71 -70 -70 -71 -71 -71 -71 -71 -71 -71 -72 -72 -72 -73 -73 -74 -74 -74

製材 -66 -65 -65 -64 -64 -63 -62 -62 -61 -60 -60 -59 -58 -58 -57 -56 -56 -55 -54 -54 -53 -52 -52 -51 -51 -50 -49 -49 -48 -48 -48 -47 -47 -46

合板 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -5 -5 -6 -7 -8 -8 -9 -10 -11 -11 -12 -13 -15 -15 -16 -18 -18

木質ボード -8 -8 -9 -9 -9 -9 -9 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -10 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -11 -10 -10 -10 -10 -10

-299 -303 -302 -296 -287 -278 -271 -264 -258 -251 -246 -240 -234 -228 -223 -220 -218 -218 -217 -213 -208 -203 -200 -198 -197 -195 -194 -194 -193 -191 -187 -184 -182 -178
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図4-1．我が国のGHGインベントリ報告におけるHWPの炭素蓄積変化量（万t-C）（2025年提出） 
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図4-2．HWP「建築物」カテゴリーの炭素蓄積変化量（万t-C）（2025年提出） 

 
 

 
図4-3．HWP「その他木材利用」カテゴリーの炭素蓄積変化量（万t-C）（2025年提出） 

 
 

 
図4-4．HWP「紙製品」カテゴリーの炭素蓄積変化量（万t-C）（2025年提出） 
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表4-2．我が国のGHGインベントリ報告におけるHWP炭素蓄積変化量の再計算結果（万t-C） 

（2025 年提出値と前年(2024 年)提出値との差異） 

 
（上段：炭素蓄積変化量、中段：インフロー、下段：アウトフロー） 

（注）表中の色は、再計算により値が増加した場合を青系、減少した場合を赤系で示しており、差異の大きさを色の濃さで示している。 

 

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

-3.0 -3.1 0.4 0.4 2.0 2.1 2.4 2.3 0.4 0.2 -4.4 0.4 -2.6 -2.9 -2.1 -1.8 -1.9 -1.5 -1.7 0.4 -2.1 -2.9 -3.5 -3.2 -3.9 -2.9 -3.1 -2.9 -2.4 -1.9 -1.6 -2.1 -2.7

-0.8 -1.0 0.4 0.4 1.3 1.4 1.6 1.5 0.4 0.3 -2.5 0.4 -1.3 -1.7 -1.2 -0.9 -1.2 -1.0 -1.2 0.0 -1.6 -2.2 -2.8 -2.7 -3.1 -2.5 -2.8 -2.6 -2.3 -2.1 -1.9 -2.3 -3.0

製材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.1 -0.1 -0.1 -1.3

合板 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木質ボード -0.8 -1.0 0.4 0.4 1.3 1.4 1.6 1.5 0.4 0.3 -2.5 0.4 -1.3 -1.7 -1.2 -0.9 -1.2 -1.0 -1.2 0.0 -1.6 -2.2 -2.8 -2.7 -3.1 -2.5 -2.8 -2.6 -2.3 -2.1 -1.8 -2.2 -1.7

-2.2 -2.1 0.0 0.0 0.7 0.8 0.8 0.8 0.0 -0.1 -1.9 0.0 -1.3 -1.2 -0.9 -0.8 -0.7 -0.5 -0.4 0.4 -0.5 -0.7 -0.6 -0.6 -0.8 -0.3 -0.3 -0.2 -0.1 0.2 0.3 0.2 0.3

製材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合板 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木質ボード -2.2 -2.1 0.0 0.0 0.7 0.8 0.8 0.8 0.0 -0.1 -1.9 0.0 -1.3 -1.2 -0.9 -0.8 -0.7 -0.5 -0.4 0.4 -0.5 -0.7 -0.6 -0.6 -0.8 -0.3 -0.3 -0.2 -0.1 0.2 0.3 0.2 0.3

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

-3.2 -3.3 0.1 0.1 1.7 1.9 2.1 2.1 0.3 0.0 -4.6 0.2 -2.8 -3.2 -2.4 -2.1 -2.2 -1.8 -2.0 0.1 -2.4 -3.3 -3.9 -3.7 -4.3 -3.3 -3.6 -3.3 -2.8 -2.3 -2.0 -2.5 -1.8

-1.0 -1.2 0.2 0.2 1.1 1.2 1.4 1.4 0.3 0.2 -2.7 0.3 -1.4 -1.8 -1.3 -1.1 -1.3 -1.1 -1.3 -0.1 -1.7 -2.3 -2.9 -2.8 -3.3 -2.6 -2.9 -2.7 -2.4 -2.2 -1.9 -2.4 -1.8

製材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合板 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木質ボード -1.0 -1.2 0.2 0.2 1.1 1.2 1.4 1.4 0.3 0.2 -2.7 0.3 -1.4 -1.8 -1.3 -1.1 -1.3 -1.1 -1.3 -0.1 -1.7 -2.3 -2.9 -2.8 -3.3 -2.6 -2.9 -2.7 -2.4 -2.2 -1.9 -2.4 -1.8

-2.2 -2.1 -0.1 -0.1 0.6 0.7 0.7 0.7 0.0 -0.1 -1.9 -0.1 -1.4 -1.3 -1.1 -1.0 -0.9 -0.7 -0.7 0.2 -0.7 -1.0 -0.9 -0.9 -1.1 -0.7 -0.7 -0.6 -0.5 -0.1 -0.1 -0.1 0.0

製材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合板 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木質ボード -2.2 -2.1 -0.1 -0.1 0.6 0.7 0.7 0.7 0.0 -0.1 -1.9 -0.1 -1.4 -1.3 -1.1 -1.0 -0.9 -0.7 -0.7 0.2 -0.7 -1.0 -0.9 -0.9 -1.1 -0.7 -0.7 -0.6 -0.5 -0.1 -0.1 -0.1 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.2 0.3 0.2 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5 0.4 0.3 0.3 -0.9

0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 -1.2

製材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.1 -0.1 -0.1 -1.3

合板 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木質ボード 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1

0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

製材 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

合板 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

木質ボード 0.0 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0紙製品

HWP計

建築物

その他木材利用

その他木材利用
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紙製品
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4.2. パリ協定の下での NDC目標達成のために計上される HWP 貢献量 

パリ協定の下で NDC 目標達成のために計上される HWP の貢献量は、表 4-3 及び図 4-5 のとお

り（2023 年まで）。 

表4-3．パリ協定の下でNDC目標達成のために計上されるHWP貢献量（万t-CO2） 

図4-5．パリ協定の下でNDC目標達成のために計上されるHWP貢献量（万t-CO2） 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

73 2 34 -170 39 151 217 241 269 300 314 314 260 371 352 330

-136 -139 -143 -147 -151 -155 -159 -164 -169 -174 -178

73 2 34 -170 39 16 78 98 123 149 159 155 96 202 179 151

20 0 9 -46 11 4 21 27 33 41 43 42 26 55 49 41

28 27 27 -26 28 11 25 29 29 30 36 39 38 48 45 58

製材 11 15 12 -43 7 -13 2 5 1 1 6 3 5 13 11 26

合板 4 2 6 9 11 13 11 13 15 16 17 19 18 18 18 18

木質ボード 13 10 9 9 10 10 11 11 13 13 13 16 16 17 16 15

-5 -7 -6 -7 -9 -3 -1 3 5 10 12 10 4 12 10 -3

製材 -32 -35 -34 -29 -31 -29 -28 -26 -26 -25 -23 -21 -24 -20 -21 -23

合板 26 28 29 22 23 26 28 30 33 37 37 37 34 37 37 26

木質ボード 1 -1 -1 0 -1 0 -1 -1 -1 -1 -2 -6 -6 -6 -6 -6

-3 -19 -12 -13 -8 -3 -3 -5 -1 0 -5 -6 -16 -4 -6 -14

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

375 337 346 343 344 359 357 360 371 378 376 378 352 379 369 350

97 81 87 91 92 98 94 96 102 102 103 111 104 114 110 114

製材 77 67 68 68 68 70 68 69 71 70 70 72 68 77 73 79

合板 5 3 8 11 12 15 13 14 16 17 18 21 19 19 19 19

木質ボード 14 11 11 12 12 13 13 13 15 15 15 18 17 18 18 16

65 63 64 63 61 67 70 74 77 82 85 83 77 85 84 71

製材 22 18 19 23 20 22 22 24 23 24 25 27 23 27 26 23

合板 31 34 35 30 31 35 38 41 44 49 51 51 49 54 54 44

木質ボード 12 10 10 10 10 10 10 9 9 9 9 5 4 4 4 4
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